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はじめに  

 

 本冊子は、令和２年５月 27 日に大阪府知事から諮問された「枚方京田辺環境施設

組合可燃ごみ広域処理施設整備事業に係る環境影響評価準備書」について、大阪府

環境影響評価審査会において、その内容を慎重に検討した結果をとりまとめたもの

である。  
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Ⅰ 準備書の概要 1 

 2 

１．事業計画の概要  3 

1-1 事業者の名称  4 

  枚方京田辺環境施設組合  5 

 6 

1-2 事業の名称  7 

枚方京田辺環境施設組合可燃ごみ広域処理施設整備事業  8 

 9 

1-3 事業の目的  10 

  枚方市に立地する穂谷川清掃工場第３プラント（昭和 63 年 3 月稼動）及び京都11 

府京田辺市に立地する環境衛生センター甘南備園焼却施設（昭和 61年 12月稼動）12 

が老朽化したことから、新たな処理施設の整備が必要となっていた。  13 

両市間で平成 21 年に「一般廃棄物処理（ごみ処理）に係る相互支援協定」を締14 

結し、それぞれの市において平成 26 年 12 月に「ごみ処理施設整備基本構想」を15 

策定するとともに、「可燃ごみの広域処理に関する基本合意書」が締結され、新16 

たなごみ処理施設として「可燃ごみ広域処理施設」を共同で建設し、ごみ処理を17 

行うこととなった。  18 

可燃ごみ広域処理施設の整備は、一部事務組合方式で進めることとし、平成 2819 

年５月 31 日付けで「枚方京田辺環境施設組合」が設立された。  20 

以上の経緯を踏まえ、事業者が、枚方市と京田辺市との可燃ごみ広域処理施設21 

の令和７年度稼動を目指し、整備を行うものである。  22 

 23 

1-4 事業の内容  24 

（１）事業の種類  25 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項に規定する一般廃棄物焼却施26 

設の設置の事業  27 

 28 

（２）事業の規模  29 

  一般廃棄物処理能力： 168t/日［７ t/時間］×１炉  30 

  （うち可燃ごみ量（平常時） 156t/日、災害廃棄物（可燃ごみ） 12t/日）  31 

 32 

（３）事業実施区域の位置  33 

  京都府京田辺市田辺ボケ谷、甘南備台二丁目地内ほか  34 

 35 
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図１  対象事業実施区域位置図  33 

（準備書から引用）  34 

35 
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（４）事業実施区域の面積  1 

  区域の面積：約 56,600 ㎡  2 

  （処理施設工区：約 35,600 ㎡、市道整備工区：約 15,000 ㎡）  3 

 4 
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図２  対象事業実施区域位置図（拡大）  34 

（準備書から引用）  35 
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図３  施設配置図（イメージ）  33 

（準備書から引用）  34 
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（５）事業計画  1 

１）事業の規模  2 

  可燃ごみ広域処理施設の規模等の概要は、下表のとおりであり、処理方式はス3 

トーカ式焼却炉を予定している。また、施設規模（処理能力）は既存施設である4 

穂谷川清掃工場及び甘南備園焼却施設における可燃ごみ量及び災害廃棄物に係る5 

施設規模を踏まえて、 168t/日を想定している。  6 

 7 

規模等の概要  8 

項目  内容  

種 類 ごみ処理施設  

処 理 方 式 ストーカ式焼却炉注  

施 設 規 模 （ 処 理 能 力 ） 168t/日  

計 画 地 盤 高 120ｍ  

煙 突 高 さ 100ｍ  

   注．ストーカ式焼却炉は、ストーカ（火格子）の上に投入したごみを乾燥、燃焼、  9 
後燃焼工程に順次移送させながら燃焼させる方法である。  10 

（準備書から引用）  11 

 12 

２）関係車両の主要走行ルート計画  13 

工事中における工事用車両及び供用後における廃棄物の運搬車両等の関係車両14 

は、枚方市及び京田辺市を結ぶ国道 307 号を走行する計画としている。なお、枚15 

方市において、道路整備（長尾杉線）が計画されている。  16 

また、施設の建設と合わせて、国道 307 号と施設を接続する京田辺市道を整備17 

する計画としている。  18 

 19 

 20 

 21 
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 29 



6 

 1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

図４  関係車両の主要走行ルート図  33 

（準備書から引用）  34 

35 
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３）建設施工計画  1 

造成工事に約２年間、プラント工事に約３年間を要し、完成までに約５年間の2 

期間を要することとなっている。  3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

（準備書から引用）  12 

 13 

２．環境影響評価を実施しようとする地域  14 

 環境影響評価を実施しようとする地域（調査地域）は、広域的に影響が生じると15 

想定される「煙突排出ガスによる大気質の影響が想定される地域を十分に包含する16 

範囲」として、事業実施区域の中心から半径約 1.6km の範囲と、関連車両の主要走17 

行ルートのうち相当台数の車両が分散せず沿道環境影響が想定される範囲として国18 

道 307 号の長尾杉線との分岐箇所までを設定し、枚方市と京田辺市としている。  19 

 20 

［煙突排出ガスによる大気質の影響が想定される地域を十分に包含する範囲］  21 

・「廃棄物処理施設生活環境影響調査指針」（平成 18 年９月  環境省）において、

煙突排出ガスによる影響の調査対象地域として、最大着地濃度出現予測距離の

概ね２倍を見込んだ範囲を設定する方法が示されている。  

・本施設の近傍に位置する枚方市東部清掃工場について、環境影響評価手続の中

で煙突排出ガスの予測を行っている。処理能力は本施設よりも大きい施設であ

り、現地の気象データに基づく最大着地濃度地点は 0.8km となっている。  

・本事業の配慮書手続の中で、煙突複数案での最大着地濃度の検討を行っており、

最大着地濃度地点は 0.8km 未満となった。ただし、予測に用いた気象データは、

既存大気測定局のデータであり現地で測定したものではないため、精度を高め

るための現地調査を平成 30 年度に実施した。  

・以上を踏まえ、調査地域については、安全側の観点から東部清掃工場での最大

着地濃度地点（ 0.8km）の２倍とし、 1.6km とする。  

 22 

 23 

 

建設施工計画  
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図５  調査地域位置図  34 

（準備書から引用）  35 
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３．環境影響要因及び環境影響評価の項目  1 

 事業特性及び地域特性を勘案して選定された環境影響要因及び環境影響評価の項2 

目について、大阪府の「環境影響評価及び事後調査に関する技術指針」の別表４に3 

当てはめて整理した結果は、以下のとおりである。  4 

 5 
環境項目  環境影響要因の内容  

大項目  小項目  

施
設
等
の
存
在 

施設の供用  工事の実施  

施
設
の
稼
動 

ご
み
収
集
車
等 

の
走
行 

施
設
の 

建
設
工
事 

工
事
用
車
両 

の
走
行 

大気質  

二酸化硫黄   ○     

浮遊粒子状物質   ○  ○  ○  ○  

一酸化炭素       

窒素酸化物   ○  ○  ○  ○  

ダイオキシン類   ○     

光化学オキシンダント       

ベンゼン       

塩化水素、水銀   ○     

トリクロロエチレン、テトラク

ロロエチレン、ジクロロメタン  
     

粉じん     ○   

水質・底質  

生活環境項目     ○   

健康項目       

特殊項目       

その他       

地下水  

生活環境項目       

健康項目       

その他       

騒音  騒音   ○  ○  ○  ○  

振動  振動   ○  ○  ○  ○  

低周波音  低周波音   ○     

悪臭  悪臭   ○     

地盤沈下  地盤沈下       

土壌汚染  土壌汚染     ○   

日照阻害  日照阻害       

電波障害  テレビ電波障害       

気象  
風向・風速   ○  ○  ○  ○  

気温   ○   ○   

地象  地形、地質、土質     ○   

水象  

河川水象       

湖沼水象       

海域水象       
 6 
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 1 
環境項目  環境影響要因の内容  

大項目  小項目  

施
設
等
の
存
在 

施設の供用  工事の実施  

施
設
の
稼
動 

ご
み
収
集
車
等 

の
走
行 

施
設
の 

建
設
工
事 

工
事
用
車
両 

の
走
行 

陸域生態系  

陸生動物  ○  ○   ○   

陸生植物  ○    ○   

淡水生物  ○  ○   ○   

陸域生態系  ○  ○   ○   

海域生態系  
海域生物       

海域生態系       

人と自然との触れ

合いの活動の場  

人と自然との触れ合いの活動の

場  
○  ○  ○   ○  

景観  

自然景観  ○      

歴史的・文化的景観       

都市景観  ○      

文化財  
有形文化財等       

埋蔵文化財       

廃棄物、  

発生土  

一般廃棄物   ○   ○   

産業廃棄物   ○   ○   

発生土     ○   

地球環境  
地球温暖化   ○  ○  ○  ○  

オゾン層破壊       

（準備書を参考に作成）  2 

 3 

4 
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Ⅱ 検討に当たっての基本的考え方 1 

 2 

 本事業は、枚方市及び京田辺市から排出される一般廃棄物について、衛生的、安3 

全かつ安定・迅速に処理し、市民の快適な生活環境を維持することを目的として、4 

京都府京田辺市内にごみ焼却施設を建設するものである。  5 

 枚方市の穂谷川清掃工場第３プラント及び京田辺市の環境衛生センター甘南備園6 

焼却施設は、建設から 30年以上経ち老朽化が進行していることから、新たな施設の7 

整備が喫緊の課題であったため、可燃ごみの広域処理による環境保全性、資源循環8 

性、経済性、維持管理性、安全性及び合理性等の観点から検討・協議を重ねた結9 

果、共同で「可燃ごみ広域処理施設」を京田辺市内に建設することとなった。  10 

当審査会は、このような状況を踏まえ、本事業が大阪府域の環境に及ぼす影響を11 

極力小さくし、「大阪府環境基本条例」等を踏まえた環境に配慮した事業計画にな12 

るようにとの立場から、厳正に検討を行った。  13 

 具体的には事業計画地周辺の現地状況を確認するとともに、「環境影響評価及び14 

事後調査に関する技術指針」（以下「技術指針」という。）に照らし、準備書に記載15 

されている調査、予測、評価及び事後調査の方針の内容に関し、専門的かつ科学的16 

な視点から精査し検討を行った。また、住民から提出された意見書、関係市長であ17 

る枚方市長から提出された意見にも配慮して検討した。さらに、準備書では詳細内18 

容については明らかにされていないこともあることから、事業者に必要な資料の提19 

出を求め、それらも検討の対象とした。  20 

 検討項目については、事業内容と周辺地域の環境状況とを勘案し、技術指針で設21 

定している項目のうち、「大気質」、「水質」、「騒音、振動、低周波音」、「悪臭」、22 

「土壌汚染」、「地象」、「陸域生態系」、「人と自然との触れ合いの活動の場」、「景23 

観」、「廃棄物、発生土」及び「地球環境」とし、全般的事項についても検討した。  24 

25 
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Ⅲ 検討結果 1 

 2 

1 全般的事項  3 

 4 
（１）主な住民意見等  5 

①  住民意見  6 

・  近年、この地域の山は工場や物流、廃棄物リサイクル施設などで山の開発が7 

進んでいっています。枚方、京田辺の農業の小さな大切な水資源を作ってきた8 

里山であることも、視野に入れて開発の許可をされることを望みます。  9 

・ 穂谷川清掃工場が閉鎖されるため、その分の収集車が本施設地域に集中する。10 

騒音よりむしろ渋滞対策をお願いします。  11 

 12 

②  枚方市長意見  13 

・  特になし。  14 

 15 

（２）検討結果  16 

①  立地選定等  17 

・  施設位置の選定については、枚方市及び京田辺市のそれぞれが、「ごみ処理18 

施設整備基本構想」（平成 26 年 12 月）において、ごみ処理施設の適地検討を19 

行っている。  20 

・  検討の結果、将来の建て替えなどの長期計画を見通しながら両市の負担の公21 

平性や住民の理解に配慮し、今回については、甘南備園焼却施設の稼働時期が22 

穂谷川清掃工場第３プラントの稼働より２年早いこと及びこれに伴い大規模改23 

修や更新計画を先に進めていたことから、京田辺市の候補地で建設を先行させ24 

ることが合理的とされている。  25 

・  上記を前提として定めた「ごみ処理施設整備基本構想」は、両市においてパ26 

ブリックコメントの実施等により住民合意の下、策定されたことから、甘南備27 

園の地域での建設を進めることとなり、可燃ごみ広域処理施設は現在稼働する28 

甘南備園の隣接位置を選定している。  29 

・  なお、可燃ごみ広域処理施設は、適正なごみ処理を行ううえで必要不可欠な30 

施設である一方で、周辺住民の健康や環境の保全に万全を期し、安全・安心な31 

施設とする必要があるとしている。  32 

・  周辺住民との合意形成や環境配慮の方針について事業者に確認したところ、33 

京田辺市ごみ減量化推進審議会による審議、答申を踏まえ、「可燃ごみ広域処34 

理施設整備基本計画」において、関係法令の排出基準より厳しい排出ガス計画35 
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目標値を設定・遵守すること等、環境に配慮するものとし、パブリックコメン1 

トにより住民意見を確認したとのことであった。  2 

・  文化財の評価について、記載の必要はないかを事業者に確認したところ、対3 

象事業実施区域には周知の埋蔵文化財包蔵地等が存在しないため、環境影響評4 

価項目に選定していないとのことであった。ただし、工事中に埋蔵文化財が確5 

認されれば、文化財保護法に基づき適切に対応するとのことであった。  6 

・  本事業は公設民営の DBO方式（民間が設計 (Design）、建設 (Build）、運営7 

(Operate））で実施され、今後選定する民間事業者の提案により具体的な事業8 

計画を決定するため、現時点で施設の詳細は定まっていない。  9 

 10 

②  ごみ処理能力（施設規模）の設定  11 

・  可燃ごみ広域処理施設の施設規模（処理能力）は既存施設である穂谷川清掃12 

工場及び甘南備園焼却施設における可燃ごみ量及び災害廃棄物に係る施設規模13 

を踏まえて、 168t/日を想定している。  14 

 15 

 16 
(準備書より抜粋 ) 17 

 18 

③  ごみ処理方式等  19 

・  可燃ごみ広域処理施設の処理方式はストーカ式焼却炉を予定している。  20 

・  ごみ処理方式の検討経緯について事業者に確認したところ、平成 28 年３月21 

に構成両市で策定された可燃ごみ広域処理施設整備基本計画において、ストー22 

カ式焼却炉に決定したとのことであった。  23 
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 1 

④  計画地盤高さ及び煙突高さ  2 

・  地盤高さにおいては、沿道大気質・騒音・振動への影響は、Ｙ案（地盤高さ3 

115m）に比べ、Ｘ案（地盤高さ 120m）のほうが掘削土砂の搬出車両台数が少な4 

くなることから、環境影響の観点からＸ案が優位であると評価している。  5 

・  配慮書手続において、工事中の影響だけでなく、必要に応じて施設稼働時の6 

影響も考慮して決定することや生活及び自然環境等への負荷の小さい事業とな7 

るように選定を求める意見、緑地の確保及び地盤の耐災性の面も含めて評価す8 

ることが望ましいとの意見があり、工事中の沿道大気質・騒音・振動の影響の9 

低減を重視して掘削土量及び造成面積の少ないＸ案（地盤高さ 120m）を採用し10 

ている。  11 

・ 煙突高さは、大気質・景観への影響については、Ａ案（煙突高さ 100m）とＢ12 

案（煙突高さ 59m）とのいずれについても、重大な影響は生じることはないと13 

予測されるが、煙突排出ガスの影響に係る複数案間の影響の差異については、14 

Ｂ案に比べ、Ａ案の寄与濃度が低くなることから、環境影響の観点からは優位15 

であると評価している。  16 

・  配慮書手続において、煙突高さがより高いほうが安心できる要素となるとの17 

住民意見のほか、建設費や維持管理費の違いが生じることから費用対効果から18 

検討すべきとの意見があった。煙突高さの違いにより、建設費や維持管理費に19 

よる差はあるが、本事業では環境保全性を優先して整備することとしているこ20 

とから大気質の影響の低減を重視し、Ａ案（煙突高さ 100m）を採用している。 21 

・  また、焼却施設建物高さは現時点では未定であるが、煙突高さが焼却施設建22 

物高さの 2.5 倍以下の場合には、地上において短期間に高濃度が発生する煙突23 

ダウンウォッシュ（ダウンドラフト）現象が発生しやすくなると言われている24 

ことから、煙突高さはより高いほうが望ましいとの評価であった。  25 

・  なお、今後の施設計画の検討にあたっては、コスト縮減にも留意し、建設費26 

及び維持管理費のライフサイクルコストの削減ができるよう留意するととも27 

に、煙突の色彩やデザインについては、地域景観と調和するものとなるよう配28 

慮するとしている。  29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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  配慮書における複数案  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

                         （準備書より抜粋）  9 

 10 

・ 本事業は公設民営の DBO方式（民間が設計（ Design）、建設（ Build）、運営（ Operate））11 

で実施されるため、具体的な事業計画決定時には、周辺環境にも配慮した計画と12 

なるよう十分検討し、環境保全措置を確実に実施させ、より一層の環境負荷の低13 

減を図る必要があると考える。  14 

15 
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2 大気質 1 

 2 

（１）主な住民意見等 3 

①  住民意見  4 

・  特になし。  5 

 6 

②  枚方市長意見  7 

・  排出ガス中の水銀を削減し、大気への水銀排出の抑制に努めること。  8 

 9 

（２）検討結果  10 

①  環境影響要因及び環境影響評価項目  11 

・  本事業の実施によって、工事中には裸地面から発生する粉じん、建設機械の12 

稼働に伴う排出ガス及び工事用車両の運行に伴う排出ガス、供用時には施設の13 

稼働に伴う煙突排出ガス及び施設利用車両の運行に伴う排出ガスがあり、これ14 

らに含まれている大気汚染物質によって大気質の変化が生じる可能性があるこ15 

とから、その影響を検討するため、大気質に関する調査、予測及び評価を実施16 

したとしている ｡ 17 

・  施設の供用については、二酸化硫黄、窒素酸化物、浮遊粒子状物質、ダイオ18 

キシン類、有害物質（塩化水素、水銀）を、工事中については浮遊粒子状物質、19 

窒素酸化物、粉じんを、環境影響評価項目として選定している。  20 

・  ごみ収集車及び工事用車両等の走行については、浮遊粒子状物質、窒素酸化21 

物を評価項目として選定している。  22 

・  揮発性有機化合物については、本事業の実施に伴う主な発生源はなく、施設23 

の稼働に伴う煙突排出ガス中にもほとんど含まれないことから選定していない。 24 

・  光化学オキシダントの非選定理由が、原因物質を無限に放出しても評価項目25 

に選定しないことになるのではないかと事業者に確認したところ、光化学オキ26 

シダントは、揮発性有機化合物 (VOC)と窒素酸化物等の原因物質が複雑な光化27 

学反応により二次的に生成される物質であり、ごみ処理施設については、焼却28 

温度が高温 (800℃以上 )であることから、窒素酸化物は排出するものの VOC の29 

発生は少なく、窒素酸化物についても、法令よりも厳しい自主基準値を設け、30 

これを遵守した運転を行うこととしており、予測の結果、本施設の煙突排出ガ31 

スによる影響は、バックグラウンドに対する寄与割合で、最大で 0.2％と小さ32 

いものとなるため、原因物質の排出が少ないことを再度整理し、評価書におい33 

て修正するとのことであった。  34 

・  ベンゼンは施設の稼働に伴う煙突排出ガス中にはほとんど含まれないことか35 
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ら選定しない。また、自動車の燃料であるガソリン中に含まれるベンゼンは非1 

常に少なく（１％以下）、また、全国的に環境基準は達成されている状況である2 

ことから選定していない。  3 

 4 

・  以上のことから、環境影響評価項目の選定は特に問題ないと考える。  5 

 6 

②  現況調査  7 

（大気質）   8 

・  対象事業実施区域周辺の大気汚染常時監視測定局等の測定結果を収集整理し9 

ている。  10 

・  現地調査として対象事業実施区域周辺における一般大気環境の状況を把握す11 

るため、対象事業実施区域では二酸化硫黄、浮遊粒子状物質及び窒素酸化物は12 

１年間、降下ばいじんは四季の各季１ヶ月間、ダイオキシン類、塩化水素及び13 

水銀は四季の各季１週間の調査を行った。また、対象事業実施区域の中心から14 

約 1.6km 内において住居の用に供する場所や生活環境上の配慮を要する場所の15 

代表的な地点４箇所を一般環境大気質調査地点、５箇所を窒素酸化物簡易測定16 

調査地点とし、一般環境大気質調査地点においては二酸化硫黄、浮遊粒子状物17 

質、窒素酸化物、ダイオキシン類、塩化水素及び水銀、簡易測定調査地点にお18 

いては窒素酸化物を、四季調査（各季１週間）している。  19 

・  四季調査を実施した時期の枚方市東部清掃工場と甘南備園焼却施設の稼働状20 

況について事業者に確認したところ、四季調査では、それぞれの７日間、枚方21 

市東部清掃工場及び甘南備園焼却施設が通常稼働である状況で調査を実施した22 

とのことであった。  23 

・  一般環境大気調査地点Ａ５において現地調査を実施した際の隣接した事業所24 

の稼働状況について事業者に確認したところ、基本的には事業所が稼働してい25 

る状況で測定を行っているとのことであった。  26 

・  ごみ収集車及び工事用車両等の主要な走行ルートの沿道大気環境の状況を把27 

握するため、窒素酸化物及び浮遊粒子状物質について、搬入路沿道（国道 30728 

号沿道）において住居の用に供されている物件の近傍２地点で四季調査（各季29 

１週間）している。  30 

 31 

（気象）  32 

・ 既存資料調査として、対象事業実施区域の北約３ km に位置する京田辺地域気33 

象観測所（京田辺市薪西浜）の気象概況データを収集している。  34 

・  現地調査として、対象事業実施区域周辺における気象特性の状況（地上気象35 
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及び高層気象）を把握するため、対象事業実施区域で地上気象の風向、風速、1 

日射量、放射収支量、気温、湿度を１年間、高層気象の風向、風速、気温を四2 

季調査（各季１週間）している。また、一般環境大気質調査地点４箇所及び簡3 

易測定調査地点のうち３箇所においては風向、風速を、四季調査（各季１週間）4 

している。  5 

・  ごみ収集車及び工事用車両等の主要な走行ルートの沿道気象の状況を把握す6 

るため、風向、風速について、搬入路沿道（国道 307 号沿道）２地点で四季調7 

査（各季１週間）している。  8 

・  風速データとあわせて大気安定度出現頻度及び、その特徴について事業者に9 

確認したところ、全体的に大気安定度 D の割合が多く全体の 35.9％を占めてい10 

た。次いで安定度 G が 26.3％、安定度 A、A-B、B が合わせて 28.9％となってお11 

り、弱い風速で安定度 A-B,G がみられ、風速が強くなるにつれて中立側（ D）と12 

なる傾向だったとのことであった。  13 

 14 

（交通量）  15 

・  ごみ収集車及び工事用車両等の主要な走行ルートの状況を把握するため、交16 

通量について、搬入路沿道（国道 307 号沿道）２地点で平日及び休日の計２日17 

間（各 24 時間）、車種別の交通量の調査を実施している。  18 

 19 

③  予測方法及び結果  20 

ア  造成等の工事による影響  21 

（予測方法）  22 

・  工事区域内の裸地面からの粉じんによる影響について、対象事業実施区域に23 

おける通年の地上気象調査結果から、風速 5.5m/秒以上の風の出現回数を求め24 

ることにより、粉じんが対象事業実施区域周辺に飛散する可能性のある気象条25 

件の年間出現頻度の予測を行っている。  26 

・  予測対象時期は、工事の実施による環境影響が最大となる時期としている。  27 

・  工事の実施による環境影響が最大となる具体的な時期について事業者に確認28 

したところ、粉じんの飛散が最大となる切土・盛土工事の時期と考えており、29 

現時点では工事開始後 5～ 20 ヶ月目で計画していることから、その期間で影響30 

が最大となると想定しているとのことであった。  31 

・  通年の地上気象調査を行った年が異常年であったか否かを事業者に確認した32 

ところ、京田辺地域気象観測所の風向・風速データを用いて、過去 10年間のデ33 

ータとの異常年検定を行い、異常年ではないことを確認したとのことであっ34 

た。  35 
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  1 

（予測結果）  2 

・  造成等の工事に伴う粉じんが飛散すると考えられるビューフォート風力階級3 

で風力階級４以上（風速 5.5m/秒以上）の時間数は年間 11時間で出現頻度は4 

0.1％、日数は年間４日で出現頻度は 1.1％であり、影響の程度は小さいとして5 

いる。  6 
 7 

風速 5.5m/秒以上が出現した時間及び日数（対象事業実施区域）  8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

（準備書より抜粋）  14 

 15 

イ  工事中の建設機械の稼働  16 

（予測方法）  17 

・  建設機械の稼働に伴う排出ガスについて、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の18 

長期平均濃度（年平均値）を予測している。  19 

・  予測地点は、予測時期における工事内容を踏まえ最大付加濃度出現地点が含20 

まれると想定される対象事業実施区域周辺の概ね１ km四方の範囲としている。  21 

・  予測対象時期は、工事の実施による環境影響が最大となる時期として、工事22 

開始後６～ 17ヶ月目としている。  23 

・  年平均値は「窒素酸化物総量規制マニュアル（新版）」に示されたプルー24 

ム・パフモデルを基本とした大気拡散モデルによる計算により算出している。  25 

・  建設機械からの窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の排出量については、「道路26 

環境影響評価の技術手法（平成 24年度版）」に示される方法により設定してい27 

る。  28 

・  二酸化窒素及び浮遊粒子状物質のバックグラウンド濃度は、通年の大気質現29 

地調査結果による年平均値を設定している。  30 

・  風向・風速は対象事業実施区域における１年間の地上気象調査結果を排出源31 

の高さに補正し用いている。  32 

 33 

（予測結果）  34 

・  建設機械の稼働に伴う二酸化窒素の最大着地濃度は 0.0039ppm、寄与率は35 
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32.8％、浮遊粒子状物質の最大着地濃度は 0.0006mg/m3、寄与率は 3.4％であ1 

り、環境影響の程度が小さいとしている。  2 

・  二酸化窒素の寄与率が 32.8％  と高いことから、事業者に確認したところ、3 

予測対象とした工事影響が最大となる時期の建設機械の稼働条件として、窒素4 

酸化物排出量の比較的多い機種であるブルドーザの影響が大きかったものと考5 

えられるとのことであった。  6 

・  最大着地濃度地点における建設機械稼働時の環境濃度は、二酸化窒素の日平7 

均値の年間 98％値が 0.027ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の２％除外値が8 

0.040mg/m3であり、環境保全目標値以下となっている。  9 

 10 

ウ  工事用車両の運行  11 

（予測方法）  12 

・  工事用車両の運行に伴う排出ガスについて、二酸化窒素及び浮遊粒子状物質13 

の年平均値を予測している。  14 

・  予測地点は、沿道大気質現地調査地点と同様の２地点において地上 1.5m と15 

している。  16 

・  予測対象時期は、工事の実施による環境影響が最大となる時期として、大気17 

質への影響が大きい大型車両の年間台数が最も多くなる工事開始後 32～ 43 ヶ18 

月目としている。  19 

・  年平均値は、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」に示され20 

たプルーム・パフモデルを基本とした大気拡散モデルによる計算して算出して21 

いる。  22 

・  煙源は車道部の中央に予測断面を中心に前後合わせて 400m の区間に配置23 

し、煙源の間隔は、予測断面の前後 20m の区間で２ m 間隔、その両側それぞれ24 

180m の区間で 10m 間隔とし、排出源の高さは、路面＋１ m としている。  25 

・  走行速度は、対象道路の規制速度（ 50km/時）としている。  26 

・  窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の排出係数は、「道路環境影響評価の技術手27 

法（平成 24 年度版）」及び「国土技術政策総合研究所資料第 671 号  道路環境28 

影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根拠（平成 22 年度版）」（平成 2429 

年２月  国土交通省国土技術政策総合研究所）に基づき設定している。  30 

・  事業実施区域への走行ルートの高低差による排出係数の補正の必要性につい31 

て事業者に確認したところ、大阪府側の予測地点については、勾配の少ない平32 

坦な道路となっており、京都府側の予測地点については、なだらかな勾配はあ33 

るが、直線的な道路であり、現地調査でも定常的な走行状態であることを確認34 

しているため、道路勾配の補正の必要性はないと考え、準備書には道路勾配を35 
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見込まない予測方法としているとのことであった。  1 

・  風向及び風速は、対象事業実施区域における１年間の地上気象調査結果を高2 

さ補正し用いている。  3 

・  バックグラウンド濃度は、現地調査結果における一般環境大気質調査地点５4 

地点のそれぞれの年平均値を全地点平均して設定している。  5 

 6 

（予測結果）  7 

・  予測地点における二酸化窒素の最大値は 0.000030ppmで寄与率は 0.28％、浮8 

遊粒子状物質の最大濃度は、 0.000002mg/m3で寄与率は 0.01％であり、環境影9 

響の程度が小さいとしている。  10 

・  工事用車両の運行に伴う予測対象時期の環境濃度は、二酸化窒素濃度の日平11 

均値の年間 98％値が 0.024ppm、浮遊粒子状物質濃度の日平均値の２％除外値が12 

0.060mg/m3であり、環境保全目標値以下となっている。  13 

 14 

エ  供用時の施設の稼働  15 

（大気汚染物質の排出濃度）  16 

・  煙突からの大気汚染物質について、煙源条件は資料 2-1 の通りとしている。17 

なお、排出ガス量、排出ガス温度及び排出ガス最大吐出速度については、プラ18 

ントメーカーへのアンケート結果を基に設定し、排出濃度は枚方市東部清掃工19 

場の自主基準値と同等若しくは厳しい値として設定した計画目標値としてい20 

る。  21 

・  排出ガス処理の具体的な方法について事業者に確認したところ、燃焼管理と22 

排出ガスの温度管理等によるダイオキシン類発生抑制、硫黄酸化物及び塩化水23 

素の有害ガス除去設備による吸着除去、燃焼管理による窒素酸化物発生抑制及24 

び触媒脱硝設備による分解除去を計画しているとのことであった。  25 

・  方法書の知事意見で、新施設における排出ガス処理の方法について記載され26 

ていないため、水銀の処理方法も含め、煙突排出ガスの計画目標値を遵守する27 

ために必要な設備を検討し、その内容を準備書に記載するよう求めていたこと28 

を事業者に確認したところ、本事業は、 DBO 方式で整備することから、現時点29 

では決定していないとのことであった。  30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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【資料 2-1 煙源条件】  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

（準備書より抜粋）  9 

 10 

（年平均値の予測方法）  11 

・  予測項目は、基準値や指針値等と比較するため、二酸化硫黄、二酸化窒素、12 

浮遊粒子状物質、ダイオキシン類、水銀については長期平均濃度（年平均値）13 

としている。  14 

・  予測地域は、対象事業実施区域を中心とした４ km の範囲とし、予測地点は15 

最大着地濃度地点及び一般環境大気質の調査地点としている。  16 

・  予測対象時期は、事業活動が定常状態となる時期としている。  17 

・  年平均値は「窒素酸化物総量規制マニュアル（新版）」に示されたプルー18 

ム・パフモデルを基本とした大気拡散モデルを用いて算出している。  19 

・  有効煙突高は、有風時は CONCAWE（コンケイウ）式を、無風時は Briggs（ブ20 

リッグス）式を用いて求めた値としている。  21 

・  気象条件は、対象事業実施区域における１年間の地上気象調査結果を用いて22 

設定している。上空風の推定にあたっては、上層気象観測結果も参考とし、風23 

向は、対象事業実施区域における１年間の地上気象調査結果に基づく風向を用24 

いている。また、風速は、べき乗則による補正式により求めた風速を用いてい25 

る。  26 

・  バックグラウンド濃度は、大気質現地調査結果における一般環境大気質調査27 

地点５地点のうち、住居地等近傍４地点それぞれの年平均値を設定している。28 

また、最大着地濃度地点のバックグラウンド濃度は、一般環境大気質調査地点29 

５地点の年平均値の最大値を設定している。  30 

 31 

（１時間値の予測方法）  32 

・  短期平均濃度（１時間値）の予測項目は、二酸化硫黄、二酸化窒素、浮遊粒33 

子状物質とし、塩化水素は短期高濃度（１時間値）としている。  34 

・  予測範囲は、煙突より風下方向に６ km の範囲としている。  35 
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・  予測対象時期は、事業活動が定常状態となる時期としている。  1 

・  窒素酸化物総量規制マニュアル（新版）」及び「ごみ焼却施設環境アセスメ2 

ントマニュアル」に示されたプルーム・パフモデルを基本とした大気拡散モデ3 

ルによる計算を行っている。  4 

・  気象条件の設定方法は資料 2-2 によるとしている。  5 

 6 

【資料 2-2 １時間値予測の気象条件の設定方法】  7 

 8 
（準備書より抜粋）  9 

 10 

・  バックグラウンド濃度は、現地調査結果における一般環境大気質調査地点５11 

地点の１時間値を用い、測定値の最大値を設定し、二酸化硫黄 0.072ppm、二12 

酸化窒素 0.051ppm、浮遊粒子状物質 0.113mg/m3、塩化水素 0.001ppm とした。13 

塩化水素については、４季の現地調査結果の測定値がすべて 0.001ppm 未満で14 

あったため、 0.001ppm と設定している。  15 

 16 

（年平均値の予測結果）  17 

・  施設の稼働に伴う煙突排出ガスによる最大着地濃度は二酸化硫黄が18 

0.000025ppm で寄与率は 1.2%、二酸化窒素が 0.000014ppm で寄与率は 0.2%、19 

浮遊粒子状物が 0.000025mg/m3で寄与率は 0.1%、ダイオキシン類が20 

0.000125pg-TEQ/m3で寄与率は 0.8%、水銀が 0.000075μ g/m3で寄与率は 1.6%21 

であり、環境影響の程度が小さいとしている。  22 

・  最大着地濃度地点における将来の環境濃度は、二酸化硫黄濃度の日平均値の23 

２％除外値が 0.006ppm、二酸化窒素濃度の日平均値の年間 98％値が24 

0.022ppm、浮遊粒子状物質濃度の日平均値の２％除外値が 0.055mg/m3 、ダイ25 

オキシン類濃度の年平均値が 0.015125pg-TEQ/m3、水銀濃度の年平均値が26 

0.004675μ g/m3であり、環境保全目標値以下となっている。  27 

・  なお、長期的評価の環境保全目標値は資料 2-3 の通りとしている。  28 
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 1 

【資料 2-3 環境保全目標値（長期的評価）】  2 

 3 
（準備書より抜粋）  4 

 5 

・  参考として地形影響を考慮した３次元移流拡散モデルによる濃度予測も実施6 

しており、最大着地濃度はいずれの項目についてもさらに小さな値になったと7 

している。  8 

 9 

（１時間値の予測結果）  10 

・  煙突排出ガスによる寄与程度は、最大となる接地逆転層崩壊時において、二11 

酸化硫黄 0.00179ppm、二酸化窒素 0.00088ppm、浮遊粒子状物質12 

0.00179mg/m3、塩化水素 0.00179ppm であり、環境影響の程度が小さいとして13 

いる。  14 

・  最大着地濃度地点における将来の環境濃度の最大値は、二酸化硫黄濃度は15 

0.07379ppm、二酸化窒素濃度は 0.05188ppm、浮遊粒子状物質濃度は16 

0.11479mg/m3、塩化水素濃度は 0.00279ppm であり、環境保全目標値以下とな17 

っている。  18 

・  なお、短期的評価の環境保全目標値は資料 2-4 の通りとしている。  19 

 20 

【資料 2-4 環境保全目標値（短期的評価）】  21 

 22 
（準備書より抜粋）  23 

 24 

オ  供用時の施設利用車両の運行  25 
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（予測方法）  1 

・  供用時における施設利用車両の運行に伴う排出ガスについて二酸化窒素及び2 

浮遊粒子状物質の平均値を予測している。  3 

・  予測地点は、沿道大気質や交通量の現地調査地点と同様の２地点としてい4 

る。  5 

・  予測対象時期は、事業活動が定常状態となる時期としている。  6 

・  年平均値は「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」に示された7 

プルーム・パフモデルを基本とした大気拡散モデルにより算出している。  8 

・  窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の排出係数は、「道路環境影響評価の技術手9 

法（平成 24 年度版）」及び「国土技術政策総合研究所資料第 671 号  道路環境10 

影響評価等に用いる自動車排出係数の算定根拠（平成 22 年度版）」（平成 2411 

年２月  国土交通省国土技術政策総合研究所）に基づき、大型車、小型車それ12 

ぞれに設定している。  13 

・  気象条件は、対象事業実施区域における１年間の地上気象調査結果を用いて14 

設定している。  15 

・  バックグラウンド濃度は、現地調査結果における一般環境大気質調査地点５16 

地点のそれぞれの年平均値を全地点平均して設定している。  17 

・  窒素酸化物濃度から二酸化窒素濃度への変換は、「国土技術政策総合研究所18 

資料第 714 号  道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」に基づく変換19 

式を用いたとしている。  20 

 21 

（予測結果）  22 

・  二酸化窒素濃度の年平均値の最大値は 0.000053ppm で寄与率は 0.57％、浮23 

遊粒子状物質濃度の年平均値の最大値は 0.000003mg/m3で寄与率は 0.02％で24 

あり、環境影響の程度が小さいとしている。  25 

・  予測地点における将来の環境濃度は、二酸化窒素の日平均値の年間 98％値26 

が 0.023ppm、浮遊粒子状物質の日平均値の２％除外値が 0.060mg/m3であり、27 

環境保全目標値以下となっている。  28 

 29 

④  環境保全措置及び評価  30 

環境影響の区分ごとに、以下の環境保全措置を行うとしている。  31 

ア  造成等の工事  32 

・  粉じんの飛散を防止するために、必要に応じて敷地境界周辺に防じんネット33 

や仮囲い等を設置し、適宜散水を行い、造成法面を緑化し裸地面積を減少させ34 

る。  35 
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・  場内に掘削土等を仮置きする場合は、必要に応じてシート等で養生する。  1 

・  残土の運搬を行う場合は、必要に応じてシートで被覆を行い、適宜、洗車及2 

び清掃等を励行する。  3 

 4 

イ  建設機械の稼働  5 

・  建設機械は、可能な限り最新の排出ガス対策型建設機械を使用する。  6 

・  建設機械による負荷を極力少なくするための施工方法等により施工する。  7 

・  建設機械のオペレーターに対して不要なアイドリング等をしないよう指導す8 

るとともに整備、点検を徹底し、排出ガス性能の低下を防止する。  9 

 10 

ウ  工事中の工事用車両の運行  11 

・  工事用車両が特定の日または時間帯に集中しないよう、計画的な運行管理を12 

行う。  13 

・  工事用車両のエコドライブの指導を徹底するとともに、整備、点検を徹底14 

し、排出ガス性能の低下を防止する。  15 

  16 

エ  施設の供用  17 

・  煙突排出ガスには関係法令による排出基準より厳しい自主基準値を遵守す18 

る。  19 

・  ダイオキシン類は燃料管理と排出ガスの温度管理による発生抑制とバグフィ20 

ルタ等による排出抑制を行う。  21 

・  ばいじんは、バグフィルタによって捕集する。  22 

・  硫黄酸化物及び塩化水素は、有害ガス除去設備によって吸着除去する。  23 

・  窒素酸化物は、燃焼管理による発生抑制と触媒脱硝設備によって分解除去す24 

る。  25 

 26 

オ  ごみ収集車等（施設利用車両）の走行  27 

・  施設利用車両が特定の日または時間帯に集中しないよう計画的な運行管理を28 

行う。  29 

・  施設利用車両のエコドライブの指導を徹底するとともに、整備、点検を徹底30 

し、排出ガス性能の低下を防止する。  31 

 32 

・  環境影響評価時点では施設からの排出ガス処理方法が決定していないことか33 

ら、具体的な事業計画決定時には、最新の処理技術導入について検討し、大気汚34 

染物質排出量の更なる削減を図る必要があると考える。  35 

36 
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3 水質  1 

 2 

（１）主な住民意見等  3 

①  住民意見  4 

・  当該施設からの排水が適切に処理され公共水域に放流されるとあるが、その5 

ことが何も担保されない状況では、準備書に記載のような「排水については、6 

生活排水及びプラント排水ともに公共用水域へは放流せず、下水道放流を行う7 

計画であることから選定せず、下水道放流を行う計画であることから選定しな8 

い。」ことにはならない。当該施設や排水を処理する下水道処理場は、生活に欠9 

くことのできない施設である一方、汚物汚水を扱う施設であることからより慎10 

重に計画すべきであり、かつ公共施設であることから、民間施設の規範となる11 

ような十分な環境影響評価とその対策を実施すべきである。  12 

 13 

②  枚方市長意見  14 

・  特になし。  15 

 16 

（２）検討結果   17 

①  環境影響要因及び環境影響評価項目  18 

・  現況地形の整地に際して造成工事を実施するため、一時的に出現する裸地面19 

からの濁水が降雨時に事業実施区域外に流出する可能性があることから、その20 

影響を検討するため、造成等の工事による一時的な影響として、水の濁り（浮21 

遊物質量 (SS)）を環境影響評価項目に選定している。  22 

・  本事業では、供用時の生活排水及びプラント排水ともに公共用水域へは放流23 

せず、下水道放流を行う計画であることから、供用時の環境影響評価項目とし24 

て水質汚濁を選定していない。  25 

・  また、地下への浸透防止対策により、地下浸透しないことから、底質汚染及26 

び地下水の水質については環境影響評価項目に選定していない。  27 

 なお、具体的な地下への浸透防止対策について事業者に確認したところ、一28 

般廃棄物処理施設は水質汚濁防止法の有害物質使用特定施設に該当するため、29 

法の構造等に関する基準を順守するとのことであった。  30 

・  本事業では通常時に地下水の揚水を行わないこと、周辺での井戸等の利用が31 

ないこと、地下構造物としてごみピットを設置するが地下水流動を分断するよ32 

うな長大構造物ではないことから、地下水の水位については環境影響評価項目33 

に選定していない。  34 

  なお、地下水流動を分断する長大構造物ではないことに関する具体的な判断35 
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根拠について事業者に確認したところ、平地部の地下水の流れを分断するよう1 

な道路トンネル事業などでは無いことから、このような表現としたとのことで2 

あった。  3 

 4 

・  以上のことから、環境影響評価項目の選定は特に問題ないと考える。  5 

 6 

②  現況調査  7 

・  既存資料調査として、国土交通省データベースから木津川の流量、京田辺市8 

及び枚方市が調査した調査地域周辺の水質調査結果（既存資料の最新年度）を9 

収集整理している。また、現地調査として、①降雨時の濁水調査 (工事中の仮設10 

沈砂池などからの排水を放流する地点 )、②土壌沈降試験 (造成時の工事に伴い11 

裸地面が出現する対象事業実施区域内 )を実施している。  12 

・  既存資料調査結果によると、木津川の調査地域に最も近い水位観測所である13 

飯岡水位観測所（京田辺市飯岡久保田）において、最も流量が多いのは 10 月、14 

最も少ないのは３月であった。  15 

・  対象事業実施区域周辺の浮遊物質量 (SS)は、いずれも環境基準をみたしてい16 

た。  17 

・  現地調査結果によると裸地面からの濁水発生が考えられるやや強い降雨時の18 

水質汚濁物質の濃度等を測定した結果、浮遊物質量 (SS)の最大値は、降雨量が19 

20mm/時の際に 64mg/L であったとしている。工事中の裸地面から生じる水の濁20 

りについて予測するため、対象事業実施区域内の土壌を採取して沈降試験を行21 

った結果、浮遊物質量の残留率は２分で 1.35%、１日で 0.25%であったとしてい22 

る。  23 

 24 

③  予測方法及び結果  25 

ア  工事の実施  26 

・  予測の前提となる事業計画として次のことを行うとしている。  27 

工事中における雨水などによる濁水を防止するため、沈砂設備を設置して、一28 

時的に雨水を貯留し、土砂を沈殿させた後に放流することとしている。  29 

 30 

（予測方法）  31 

・  雨水の排水による水の濁りについて、浮遊物質量 (SS)を予測している。  32 

・  予測地点は、沈砂設備出口及び沈砂設備からの排水を放流する地点としてい33 

る。  34 

・  予測対象時期は、工事の実施による環境影響が最大となる時期として、工事35 
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期間中において出現する裸地の面積が最大となる時期としている。  1 

・  工事の実施による環境影響が最大となる具体的な時期について事業者に確認2 

したところ、「工事期間中において出現する裸地の面積が最大となる時期とし3 

た。」としているが、現時点で切土・盛土工事は工事開始後５～ 20 ヶ月目で4 

計画しており、その間の期間で裸地の面積が最大となると想定しているとのこ5 

とであった。  6 

･   工事中の雨水排水に伴う濁水は、裸地面積、降水量等をもとに濁水発生量7 

を算出した上で、仮設の沈砂池等による土粒子の沈降効果について、沈降理論8 

式を用いて濁水の滞留時間を算出し、対象事業実施区域内の表土を用いた沈降9 

試験結果を参考に予測している。  10 

 11 

（予測結果）  12 

・ 激しい雨の時（降雨量 30mm/時）の浮遊物質量 (SS)は  50mg/L となり、現地調13 

査における 29.9mm/時の降雨の浮遊物質量 (SS)である 47mg/Lと比較して上昇量14 

はわずかであるとしている。一方、過去 10 年間の時間降雨量最大時 (78mm/時 )15 

の SS 流出濃度は 74mg/L と予測している。また、豪雨時の水質予測として、16 

120mm/時の降雨を想定した水質予測を実施し降雨強度 (120mm/時 )における沈砂17 

設備出口の浮遊物質量 (SS)は 83mg/L となっており、京都府の「水質汚濁防止法18 

に基づく排水基準に関する条例」で定められている、木津川流域に放流する特19 

定施設の浮遊物質量 (SS)の排出基準（最大で 90mm/L）を満足するとしている。 20 

・  環境保全目標値として京都府の水質汚濁防止法に基づく排水基準に関する条21 

例の浮遊物質量 (SS)の値を準用して日平均値 70mg/L、最大値 90mg/L とし、予22 

測結果が目標値を満足していると評価している。  23 

  24 

イ  施設の存在及び供用  25 

（排水）  26 

・  生活排水及びプラント排水ともに公共用水域へは放流せず、下水道放流を行27 

う計画である。このうちプラント排水は、排除下水量を削減するために排水処28 

理設備で適切な処理を行い、循環利用を図ることを基本とし、余剰なものにつ29 

いてのみ下水道放流する計画としている。（資料 3-1）  30 

・  プラント排水の排水量の割合または量について事業者に確認したところ、本31 

事業については DBO 事業者の提案によるため、現時点で循環利用と下水道放流32 

の排水量の割合または量について、明確にはできないが、可能な限り循環利用33 

を進めていくとのことであった。  34 

・  なお、生活排水及びプラント排水を下水道へ放流する際の水質は、京田辺市35 
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公共下水道条例（昭和 60 年京田辺市条例第 18 号）において定められている排1 

除下水量別の排除基準のうち、排除下水量の最も多い区分に適用される基準に2 

適合するようにしている。（資料 3-2）  3 

 4 

④  環境保全措置及び評価  5 

・  堆積容量を確保するために、必要に応じて沈砂設備の堆砂を除去する。  6 

・  造成法面を緑化し、表土流出による濁水の発生を抑制する。  7 

・  台風や集中豪雨等が予測される場合には、適切に沈砂設備に集水できるよう8 

な対応を講じる。  9 

・  集中豪雨等が予測される場合の具体的な対応について事業者に確認したとこ10 

ろ、台風や集中豪雨などが予想される場合は、事前に沈砂設備に堆積した土砂11 

の除去などを行うとのことであった。  12 

・  また、モニタリングの実施について事業者に確認したところ、造成工事の実13 

施設計を進める上で、降雨時の影響が懸念される場合は必要に応じて検討する14 

とのことであった。  15 

・  工事中の排水のうち、掘削時の排水については、雨水以外に工事排水や地下16 

水の発生が考えられるが、対策を講じる必要がないか事業者に確認したところ、17 

沈砂池により処理するとのことであった。  18 

 19 

・  工事中の排水については、環境保全目標値を満足するよう管理目標値となる指20 

標を設定したうえで適切なモニタリングを実施するとともに、台風や集中豪雨が21 

予想される場合には工事の中断や中止を行い適切な養生を行うなど、可能な限り22 

濁水の流出抑制に努める必要があると考える。なお、大阪府域への工事中排水の23 

排出はない。  24 

 25 

【資料 3-1 下水道放流のイメージ】  26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

（準備書より抜粋）  34 
 35 
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【資料 3-2 環境保全目標 (水質 )】  1 
 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

                           （準備書より抜粋）  26 

  27 
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4 騒音、振動、低周波音  1 

 2 

（１）主な住民意見等  3 

①  住民意見  4 

・  特になし。  5 

 6 

②  枚方市長意見  7 

・  工事用車両等の運行に伴う騒音により、地域住民の日常生活に支障が生じな8 

いよう、取り組むこと。  9 

 10 

（２）検討結果  11 

①  環境影響要因及び環境影響評価項目  12 

・  施設の稼働に伴う騒音、振動及び低周波音を環境影響評価項目に選定してい13 

る。  14 

・  施設利用車両の運行、施設の建設工事、工事用車両の走行に伴う騒音、振動15 

を環境影響評価項目として選定している。  16 

 17 

・  環境影響評価項目の選定については、特に問題ないと考える。  18 

 19 

②  現況調査  20 

（環境騒音）   21 

・  既存資料調査として、環境騒音モニタリング調査等を収集している。  22 

・  現地調査として「騒音に係る環境基準について」（平成 10年環境庁告示第 6423 

号）に規定する日本産業規格  Z8731「環境騒音の表示・測定方法」による測定24 

を行っている。  25 

・  調査地点は、対象事業実施区域内として、平日及び休日の計２日間（各 24時26 

間）行っている。  27 

・  調査結果によると、騒音については参考値とした環境基準を昼夜ともに満足28 

していた。なお、調査地点には環境基準の類型指定がされていないため、主と29 

して住居の用に供される地域であるＢ類型の環境基準を参考としている。  30 

 31 

（道路交通騒音）  32 

・  調査地点は、工事用車両や施設利用車両が通過する搬入路沿道（国道 307 号33 

沿道）２地点（京田辺市、枚方市）としている。  34 

・  調査時期、測定方法は環境騒音と同じである。  35 
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・  調査結果によると、道路交通騒音は京田辺市では平日及び休日の昼夜で、枚1 

方市では平日及び休日の夜間環境基準を超過していた。なお、京田辺市は行政2 

による平成 26 年度の測定結果において昼夜とも環境基準を達成していないこ3 

とが既存資料調査により判明している地点である。  4 

 5 

（環境振動）  6 

・  調査地点、調査時期は環境騒音と同じである。  7 

・ 調査方法は「振動に係る環境基準について」（平成 10 年環境庁告示第 64 号）8 

に規定する日本産業規格  Z8731「振動レベルの測定方法」による測定方法とし9 

ている。  10 

 11 

（沿道環境振動）  12 

・  調査地点、調査時期は道路交通騒音と同じである。  13 

・  調査方法は環境振動と同じである。  14 

・ 調査結果によると、調査地点の振動レベル（ L10）は、振動規制法に基づく道15 

路交通振動の住居区域に適用される要請限度を昼夜ともに下回っていた。  16 

 17 

（低周波音）  18 

・  調査地点、調査時期は環境騒音と同じである。  19 

・  調査方法は「低周波音の測定方法に関するマニュアル」（平成 12 年 10 月、20 

環境庁）に規定する方法としている。  21 

・ 調査結果によると、調査地点の低周波音（ LG5、L50）は、参考値を下回ってい22 

た。なお、低周波音については国が実施する環境保全に関する施策による基準23 

又は目標は示されていないが、 ISO7196 に規定された G 特性低周波音圧レベル24 

（ LG5で 100dB）及び環境庁の一般環境中の低周波音の測定結果及び被験者暴露25 

実験等の調査結果より一般環境中に存在する低周波音圧レベル（ L50 で 90dB）26 

を参考値としている。  27 

 28 

③  予測及び予測結果の評価  29 

ア  工事中の建設機械の稼働  30 

（騒音の予測方法）  31 

・  対象事業実施区域の周辺 100m における建設機械の稼働による建設作業騒音32 

レベルを予測している。  33 

・  予測対象期間は、工事の種類や使用建設機械の種類、台数等を考慮のうえ、34 

周辺環境への影響が大きくなると想定される時期として工事開始 27 ヶ月目と35 
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している。  1 

・  予測方法は、「建設工事騒音の予測モデル  ASJ CN-Model 2007」の機械別予2 

測方法に基づき、複数の建設機械が稼働する条件における騒音レベルを算出し3 

ている。  4 

・  建設機械の音響パワーレベルは既存資料等をもとに表 4-1 のとおり設定して5 

いる。  6 
 7 

【表 4-1 建設機械の稼働による騒音予測の音源条件】  8 

 9 
（準備書より抜粋）  10 

 11 

（騒音の予測結果）  12 

・  予測の結果、建設機械の稼働による騒音レベルの最大値は焼却施設の北側で13 

79dBであり、特定建設作業における騒音の規制基準である 85dBを下回ると予測14 

している。  15 

 16 

（振動の予測方法）  17 

・  事業計画より建設機械の稼働条件を設定し、各建設機械の振動レベルを用い18 

て振動の伝搬理論式により予測地域における振動レベルを算出している。  19 

・   建設機械の振動レベルは、既存資料等をもとに表 4-2 のとおり設定してい20 

る。  21 

 22 

【表 4-2 建設機械の稼働による振動予測の振動条件】  23 

 24 
（準備書より抜粋 ) 25 

 26 

 27 
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（振動の予測結果）  1 

・  建設機械の稼働による振動レベルの最大値は焼却施設の南側で 57dB であ2 

り、特定建設作業における振動の規制基準である 75dB を下回るものと予測し3 

ている。  4 

 5 

（騒音及び振動の予測の評価）  6 

・  騒音及び振動についてはいずれも敷地境界において規制基準を下回ってお7 

り、低騒音型の建設機械の採用に努め、騒音や振動が発生する工事が同時期に8 

集中しないよう工程や工法に配慮するなどの環境保全措置を実施するとしてお9 

り、建設機械の稼働に伴う騒音及び振動による環境影響は可能な限り低減され10 

ていると考える。  11 

 12 

イ  工事中の工事用車両の運行  13 

（騒音の予測方法）  14 

・  予測地点は、現地調査を行った施設利用車両の運行ルート沿道の２地点の地15 

上 1.2m としている。  16 

・  予測対象時期は、工事用車両の走行台数が最大となる時期として工事開始後17 

32 ヶ月目としている。  18 

・  予測方法は、「道路交通騒音予測モデル ASJ RTN-Model 2013」に基づき、19 

工事用車両による騒音レベルの増加量を算出することにより行っている。  20 

・  予測に用いる交通量は現地調査結果に基づく平日の交通量に工事用車両を加21 

えて設定している。  22 

・  予測に用いる工事用車両の台数が大気質の予測に用いる台数と異なることに23 

ついて事業者に確認したところ、大気質では工事用車両の走行による影響が最24 

大となる時期（工事開始後 32～ 43 ヵ月目）の工事用車両の日台数（ 24 時間）25 

を予測に用い、騒音では、工事用車両の走行による影響が最大となる時期（工26 

事開始後 32 ヵ月目）の工事用車両の 16 時間（騒音の昼間の環境基準に対応す27 

る６～ 22 時）の合計台数を予測に用いているため、台数が異なるとのことで28 

あった。  29 

・  車両の走行速度は対象道路の規制速度である 50km/時とし、音源は、車道の30 

中央に仮想的な車線を配置し、高さ 0m としている。  31 

 32 

（騒音の予測結果及び評価）  33 

・  工事用車両による道路交通騒音の予測騒音レベルは京田辺市では 72.3dB、  34 

枚方市では 70.4dB と幹線道路近接空間に係る環境基準である 70dB を超過して35 
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いるが、現況の騒音レベルからの増加量は京田辺市で 0.3dB、枚方市で 0.4dB1 

と１ dB 未満であると予測している。  2 

・  工事用車両等の走行ルートにおいて騒音が環境基準を超えている地点がある3 

ことから、事業の実施にあたっては後述の環境保全措置を確実に実施し、工事4 

用車両の走行による騒音の影響を最小限にとどめる必要があると考える。  5 

   6 

（振動の予測方法）  7 

・  予測地点は、騒音と同じ地点の敷地境界上とし、予測対象時期は、騒音と同8 

じとしている。  9 

・  予測方法は、「道路環境影響評価の技術手法（平成 24 年度版）」の手法に10 

基づき、工事用車両による騒音レベルの増加量を算出することにより行ってい11 

る。  12 

・  算出に用いる予測式は建設省土木研究所の提案式を用いており、交通量及び13 

車両の走行速度は騒音と同じである。  14 

・  振動源は予測地点に最も近い車線の中央に配置している。  15 

 16 

（振動の予測結果及び評価）  17 

・ 工事用車両による騒音レベルは最大で 51.5dB であり、振動規制法に基づく道18 

路交通振動の住居区域に適用される要請限度を参考とした基準値である 65dB19 

を下回るものと予測している。  20 

 21 

ウ  供用時の施設の稼働  22 

（騒音の予測方法）  23 

・  予測地域は、対象事業実施区域の敷地境界及び敷地境界の周辺 100m として24 

いる。  25 

・  予測対象時期は、供用時において施設の稼働が定常となる時期としている。  26 

・  予測方法は、「環境アセスメントの技術」に基づき、建物内での騒音伝搬27 

式、屋外での騒音伝搬式により予測地点における騒音レベルを算出することに28 

より行っている。  29 

・  騒音の予測における発生源の音源条件は表 4-3 のとおりとしており、現時点30 

で最も騒音が大きくなると想定される配置を設定したうえで、 24 時間すべて31 

の設備機器が同時稼働する状態として予測している。  32 

 33 

 34 

 35 
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【表 4-3 施設の稼働による騒音予測の音源条件】  1 

 2 
（準備書より抜粋）  3 

 4 

・  建物の壁面部材の吸音率や壁の透過損失の設定方法について事業者に確認し5 

たところ、「建築の音環境設計（新訂版）」や「騒音制御工学ハンドブッ6 

ク」、 ｢建築設計資料作成Ⅰ  環境 ｣を参考に資材ごとに吸音率や透過損失を設7 

定しているとのことであった。  8 

 9 

（騒音の予測結果及び評価）  10 

・  敷地境界における騒音レベルの最大値は、焼却施設の南側において 54dB で11 

あり、規制基準値（昼間 70dB、早朝・夕方 60dB、夜間 55dB）を下回るものと12 

予測している。  13 

 14 

（振動の予測方法）  15 

・  予測地域、予測対象時期は、騒音と同じである。  16 

・  予測方法は、事業計画により設備機器の稼働条件を設定し、各設備機器の振17 
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動レベルを用いて振動の伝搬理論式により設定した予測地域における施設の振1 

動レベルを算出している。  2 

・  算出に用いた伝搬理論式の出典について事業者に確認したところ、「建設作3 

業振動対策マニュアル」（社団法人  日本建設機械化協会、平成６年）に示さ4 

れる伝搬理論式を用いているとのことであり、振動の予測式として一般的なも5 

のと考えられる。  6 

・  振動の予測における発生源の振動源条件は表 4-4 のとおりとしており、現時7 

点で最も振動が大きくなると想定される配置を設定したうえで、 24 時間すべ8 

ての設備機器が同時稼働する状態として予測している。  9 

 10 

【表 4-4 施設の稼働による振動予測の振動源条件】  11 

 12 
（準備書より抜粋）  13 

 14 

（振動の予測結果及び評価）  15 

・  敷地境界における振動レベルの最大値は、焼却施設の東側で 59dB であり、16 

規制基準値（昼間 65dB、夜間 60dB）を下回るものと予測されている。  17 

 18 

（低周波音の予測方法）  19 

・  予測地点は、対象事業実施区域の敷地境界としている。  20 

・  予測対象時期は、騒音と同じである。  21 

・  予測方法は、本事業の焼却施設に配置される発生源となる設備の種類、規22 

格、位置等を明らかにし、類似事例の参照及び事業計画に基づく低周波音防止23 

対策の内容を明らかにすることにより行っている。  24 

・  類似施設と本事業との比較は表 4-5 のとおりとしており、類似施設の選定に25 

ついては特に問題ないと考える。  26 
 27 
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【表 4-5 本事業の焼却施設と類似施設の比較】  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

（準備書より抜粋）  7 

 8 

（低周波音の予測結果及び評価）  9 

・  類似施設において、Ｇ特性音圧レベルは LG5で 77～ 91dB、 L50で 74～ 80dB で10 

あり、各参考値を下回っていることから本事業においても参考値を下回ると予11 

測している。  12 

 13 

エ  ごみ収集車等（施設利用車両）の走行  14 

（騒音の予測方法）  15 

・  予測地点は、現地調査を行った施設利用車両の運行ルート沿道の２地点の地16 

上 1.2m としている。  17 

・  予測対象時期は、施設利用車両の走行が定常となる時期としている。  18 

・  予測方法は、「道路交通騒音予測モデル ASJ RTN-Model 2013」に基づき、19 

施設利用車両による騒音レベルの増加量を算出することにより行っている。  20 

・  予測に用いる交通量は現地調査結果に基づく平日の交通量に施設利用車両を21 

加えて設定している。なお、施設利用車両は東部清掃工場及び本事業の計画ご22 

み処理量をもとに台数を計算している。  23 

・  車両の走行速度は対象道路の規制速度である 50km/時とし、音源は、車道中24 

央に仮想的な車線を配置し、高さ０ m としている。  25 

 26 

（騒音の予測結果及び評価）  27 

・  施設利用車両による道路交通騒音の予測騒音レベルは N２地点では 72.1dB、28 

N３地点では 70.4dB と幹線道路近接空間に係る環境基準である 70dB を超過し29 

ているが、現況の騒音レベルからの増加量は N２地点で 0.1dB、 N３地点で30 

0.4dB と１ dB 未満であると予測している。  31 

・  ごみ収集車の走行ルートにおいて騒音が環境基準を超えている地点があるこ32 

とから、事業の実施にあたっては後述の環境保全措置を確実に実施し、事業に33 

よる騒音の影響を最小限にとどめる必要があると考える。  34 

 35 
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（振動の予測方法）  1 

・  予測地点は騒音と同じ地点の敷地境界上とし、予測対象時期は騒音と同じと2 

している。  3 

・  予測方法は、施設利用車両による騒音レベルの増加量を算出することにより4 

行っている。  5 

・  算出に用いる予測式は建設省土木研究所の提案式を用いており、交通量及び6 

車両の走行速度は騒音と同じである。  7 

・振動源は予測地点に最も近い車線の中央に配置している。  8 

 9 

（振動の予測結果及び評価）  10 

・  施設利用車両による騒音レベルは最大で 51.1dB であり、振動規制法に基づ11 

く道路交通振動の住居区域に適用される要請限度を参考とした基準値である12 

65dB を下回るものと予測している。  13 

・  なお、予測条件に計画している環境保全措置が含まれているかどうかについ14 

て事業者に確認したところ、環境保全措置に記載している事項は、予測条件に15 

含まれているとのことであった。  16 

 17 

④  環境保全措置  18 

環境影響の区分ごとに、以下の環境保全措置を行うとしている。  19 

ア  工事中の建設機械の稼働に伴う騒音・振動  20 

・  騒音及び振動が発生する工事が同時期に集中しないよう、工事工程及び工21 

事工法に配慮する。  22 

・  早朝、夜間及び日曜日・祝日の作業は、原則として行わない。なお、やむ23 

を得ず作業を行う場合には、その作業日数及び作業個所を必要最小限に抑24 

え、周辺への騒音、振動の影響を軽減する。  25 

・  対象事業実施区域の周辺に工事用仮囲いを設け周辺への騒音の影響を軽減26 

する。  27 

・  工事に伴う騒音及び振動を出来る限り低減するため、低騒音、低振動とな28 

る施工方法を可能な限り選択するとともに低騒音型、低振動型の建設機械の29 

採用に努める。  30 

・  固定型の建設機械は、可能な限り敷地境界から離して配置する。  31 

・  建設機械は始業前点検を励行し適正な管理のもと使用するよう指導を徹底32 

する。  33 

 34 

イ  工事中の工事用車両の運行に伴う騒音・振動  35 
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・  工事用車両は始業前点検を励行し適正な管理のもと使用するよう指導を徹1 

底する。  2 

・  工事用車両の運行にあたっては、制限速度の遵守、安全運転の励行、急発3 

進・急加速・急ブレーキの自粛等のエコドライブの推進を行うように指導を4 

徹底する。  5 

 6 

ウ  施設の稼働に伴う騒音・振動・低周波音  7 

・  送風機や蒸気タービン発電機、可燃性粗大ごみ処理装置等の大きな音や低8 

周波音が発生する機器類は工場棟内部に納め、二重壁や内部壁に吸音材を貼9 

り付ける等の防音対策を施したうえで開口部は極力閉じた状態で稼働する。  10 

・  開口部を必要とする機器類は、低騒音・低振動型を採用し、必要に応じて11 

防音・防振対策を施す。  12 

・  設備機器類は低騒音・低振動型の採用に努め低周波音の発生強度を極力低13 

減する。  14 

・  振動の発生源となる機器類は、強固な基礎上に設置するとともに、必要に15 

応じて防振対策を施す。  16 

 ・  設備機器の整備、点検を徹底する。  17 

  ・  低周波音にかかわる苦情が発生した場合には、聞き取りや現場の確認、測18 

定の実施などにより低周波音の発生状況を的確に把握し、適切な対策を検討19 

の上実施する。  20 

 21 

エ  ごみ収集車等（施設利用車両）の走行に伴う騒音・振動  22 

・  ごみ収集車等の施設利用車両は、始業前点検を励行し、適正な管理のもと23 

使用するよう関係機関に要請する。  24 

・  ごみ収集車等の施設利用車両は、適宜、アイドリング・ストップを励行、25 

速度制限の遵守、安全運転の励行、急発進・急加速・急ブレーキの自粛など26 

のエコドライブの推進や運行が集中しないよう適切な管理を行い、施設利用27 

車両の走行の分散に努めるよう、関係機関に要請する。  28 

・  ごみ収集車等が集中しないような運行管理について事業者に具体策を確認29 

したところ、一般交通の多い朝９時までや夕方の施設利用車両の走行は、基30 

本的に考えていないとのことであった。  31 

・  国道 307 号線と並行して走る「市道枚方藤阪線」に車両を分散させること32 

についての検討経緯について事業者に確認したところ、新施設に近接する枚33 

方市東部清掃工場に搬入している車両は、既に国道 307 号と市道枚方藤阪線34 

に分散されており、新施設への利用車も同様に分散するとのことであった。  35 
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 1 

・  工事用車両及びごみ収集車等の走行ルートにおいては、騒音が環境基準を超過2 

している地点があることから、事業の実施にあたっては環境保全措置を確実に実3 

施し、ごみ収集車等による騒音の低減を図る必要があると考える。  4 

5 
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5 悪臭  1 

 2 

（１）主な住民意見等  3 

①  住民意見  4 

・  特になし。  5 

 6 

②  枚方市長意見  7 

・  特になし。  8 

 9 

（２）検討結果  10 

①  環境影響要因及び環境影響評価項目  11 

・  供用時には施設の稼働に伴う煙突排出ガス中に悪臭原因物が含まれること、12 

施設からの悪臭原因物の漏洩による環境の変化が生じる可能性があることから、13 

施設の稼働を環境影響要因とし、悪臭物質及び臭気指数を環境影響評価項目と14 

して選定しており、特に問題ないと考える。  15 

 16 

②  現況調査  17 

・  調査地域は、大気質と同様に、対象事業実施区域の中心から約 1.6km の範囲18 

としている ｡対象事業実施区域の悪臭の状況を把握する場所として対象事業実19 

施区域内１地点において特定悪臭物質濃度と臭気指数、調査地域内において住20 

居の用に供されている場所や生活環境上の配慮を要する場所の代表的な地点と21 

して、一般環境大気質調査地点と同様の４地点の計５地点において臭気指数を22 

調査している。  23 

・  現地調査時期は、一般に廃棄物の腐敗等により悪臭が発生しやすいとされる24 

季節（夏季）と比較的少なくなる季節（冬季）とし、雨や強風等の日を避けて25 

調査日を設定している。  26 

・  現地調査結果によると、特定悪臭物質及び臭気指数ともに定量下限値未満で27 

あったとしている。  28 

 29 

③  予測方法及び結果  30 

ア  煙突排出ガス  31 

（予測方法）  32 

・  煙突排出ガス中の悪臭物質の拡散による影響及び施設からの漏洩による影響33 

として、臭気指数を予測している。  34 

・  予測地点は、最大着地濃度地点としている。  35 
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・  予測対象時期は、事業活動が定常状態となる時期としている。  1 

・  排出ガス諸元、煙突高さ等は、供用時の大気質（煙突排出ガス）の予測と同2 

様に設定している。拡散モデルは、１時間値の予測に用いた拡散モデルと同様3 

とし、気象条件は、１時間値予測時のうち、設定気象条件毎の最大濃度出現時4 

としている。  5 

 6 

（予測結果）  7 

・  一般的な気象条件時、上層逆転層出現時、ダウンウォッシュ発生時、接地逆8 

転層崩壊時のすべてのケースで、臭気指数は 10 未満であったとしている。  9 

 10 

 イ  施設からの悪臭原因物の漏洩  11 

（予測方法）  12 

・  類似事例の参照及び事業計画に基づく悪臭防止対策の検討に基づき定性的な13 

予測を実施している。  14 

 15 

類似施設の調査結果  16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

  23 

  24 

 25 

                         （準備書から引用）  26 

 27 

（予測結果）  28 

・  今回、悪臭防止のため講じる措置と同様の対策を実施している類似施設の臭29 

気指数の調査結果はすべて 10 未満であったことから、本事業の施設の稼動に30 

よる悪臭は、臭気指数で 10 未満となると予測している。  31 

 32 

④  環境保全措置及び評価  33 

・  プラットホームの出入口には、悪臭が外部に漏れないよう自動開閉扉等を設34 

置し、できる限り内部空気の漏洩を防止する。  35 
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・  ごみピットへのごみ投入口には投入扉を設置し、ごみ収集車がごみピットへ1 

ごみを投入する時にのみ自動開閉し、プラットホームへの臭気の漏洩を防止す2 

る。  3 

・  ごみピットから発生する臭気については、ごみピット内の空気を燃焼用空気4 

として利用してごみピット内を負圧に保ち、臭気が外部に漏れないようにする。 5 

・  排出ガス中に含まれる悪臭物質については、焼却温度を 850℃以上に保ち、6 

悪臭物質を熱分解することにより、排出ガス中の悪臭物質を低減する。  7 

・  焼却炉全停止中の臭気対策として、活性炭吸着装置等の脱臭装置を設ける。  8 

・  ごみ収集車からの悪臭に対する措置を事業者に問い合わせたところ、廃棄物9 

の運搬車両は廃棄物処理法の規定により悪臭が漏洩しにくい構造であるため、10 

項目選定しておらず、施設の稼働に係る悪臭原因物の漏洩についても、主に工11 

場棟からの悪臭の漏洩を想定して予測評価を行っているとのことであった。  12 

 13 

・  以上のとおり、環境保全に配慮されており、特に問題ないと考える。  14 

 15 

16 
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6 土壌汚染  1 

 2 

（１）主な住民意見等  3 

①  住民意見  4 

・  特になし。  5 

 6 

②  枚方市長意見  7 

・  特になし。  8 

 9 

（２）検討結果   10 

①  環境影響要因及び環境影響評価項目  11 

・  対象事業実施区域内に土壌汚染があった場合には、工事に伴い周辺への影響12 

が生じる可能性があることから、土壌汚染を環境影響評価項目に選定している。  13 

・  本事業では通常時に地下水の揚水を行わないことから、地盤沈下については14 

環境影響評価項目に選定していない。  15 

・  環境影響評価項目の選定は特に問題ないと考える。  16 

 17 

②  現況調査  18 

・  既存資料調査として、対象事業実施区域及びその周辺の地歴の状況を収集整19 

理及び解析している。  20 

・  調査結果によると、対象事業実施区域が過去に改変された記録はなく、土壌21 

汚染の状況としても調査地域周辺におけるダイオキシン類については京田辺市22 

及び枚方市による測定が実施されており、平成 21 年度～平成 30 年度における23 

全 16 地点の調査では、いずれも環境基準を満足していた。また、対象事業実施24 

区域周辺は北東側には京奈和自動車道、西側には現有施設である甘南備園焼却25 

施設等の工場が位置しているが、土壌汚染の発生源となるような施設はみられ26 

ず、現甘南備園焼却施設については、これまで特定有害物質などが漏洩した事27 

実は確認されていないとしている。  28 

 29 

③  予測方法及び結果  30 

（予測方法）  31 

・  予測地域は、対象事業実施区域及びその周辺としている。  32 

・  予測対象時期は、工事の実施による環境影響が最大となる時期（土砂の移動33 

などにより影響が生じる時期）としている。  34 

 35 
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・  工事の実施による土砂の移動により影響が生じる具体的な時期について事業1 

者に確認したところ、切土工事は工事開始後５～ 20 ヶ月目で計画しており、そ2 

の間の期間で土砂の移動等が最大となると想定しているとのことであった。  3 

・  工事中の造成工事等に伴う土壌の移動による影響について、事業計画の内容4 

を分析し、土壌の改変やそれに伴う影響の程度等を把握することにより予測を5 

行っている。  6 

 7 

（予測結果）  8 

・  対象事業実施区域では、過去に土壌汚染のおそれがある設備などは建設され9 

ておらず、周辺にも土壌汚染の発生源となるような施設は存在していない。ま10 

た、対象事業実施区域周辺には廃棄物が地下にある土地の指定区域が存在する11 

が、対象事業の実施による当該区域の改変は行わないことから、造成工事、基12 

礎工事等に伴う土砂の移動による土壌汚染の環境影響はないものと予測してい13 

る。  14 

 15 

④  環境保全措置及び評価  16 

・  工事に先立ち土壌汚染対策法に基づく届け出を行い、必要に応じて、公示前17 

に同法に基づいた調査を行う。また、汚染等が確認された場合には、同法に基18 

づく手続きに従い、適切な対応を講じる。  19 

・  対象事業実施区域内へ土砂を運搬する場合は、関係法令などを遵守し、適正20 

に処理・処分を行う。  21 

 22 

・  以上のとおり、環境保全に配慮されており、特に問題ないと考える。  23 

24 
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7 地象 1 

 2 

（１）主な住民意見等  3 

①  住民意見  4 

・  当該敷地は土砂災害危険個所であり、土質次第では法面擁壁などの設計にも5 

大きく影響される。明確に説明すべき。  6 

 7 

②  枚方市長意見  8 

・  特になし。  9 

 10 

（２）検討結果  11 

①  環境影響要因及び環境影響評価項目  12 

・  本事業の実施に伴い地形の改変を行うことから、造成等の工事による一時的13 

な影響を受ける重要な地形・地質及び自然現象を環境影響評価項目に選定して14 

おり、特に問題ないと考える。  15 

 16 

②  現況調査  17 

・  事業計画地及びその周辺の重要な地形・地質及び自然現象の状況について、18 

既存資料調査を実施しており、特に問題ないと考える。  19 

 20 

③  予測方法及び結果  21 

（予測方法）  22 

・  予測地域は、造成等に伴い地形の改変が生じる、対象事業実施区域としてい23 

る。  24 

・  予測対象時期は、工事の実施による環境影響が最大となる時期としている。  25 

・  工事の実施による環境影響が最大となる具体的な時期について事業者に確認26 

したところ、切土工事は工事開始後５～ 20 ヶ月目で計画しており、その間の期27 

間で改変される面積が最大となると想定しているとのことであった。  28 

・  事業計画の内容を踏まえ、重要な地形・地質及び自然現象の分布又は成立の29 

基礎となる環境の改変の程度について予測を行っている。  30 

 31 

（予測結果）   32 

・  重要な地形、地質及び自然現象の調査結果より、対象事業実施区域内には京33 

都府レッドデータブック 2015 で重要な地形として指定されている京阪奈丘陵34 

が存在しているが、造成等の工事による土地の改変の程度は丘陵の範囲と比較35 
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すると非常に小さいとしている。  1 

・  人工改変後のがけ崩れ等を防ぐため十分な対策を行うことから、工事中の造2 

成等の工事による一時的な影響は小さいと予測している。  3 

 4 

④  環境保全措置及び評価  5 

・  重要な地形の改変を可能な限り低減できるよう、事業計画や工法等を検討す6 

る。  7 

・  地形の改変による盛土や切土部分では、がけ崩れ等の危険性が高くなる場合8 

があるため、土地の地形特性に対する十分な対策を行う。  9 

 10 

・  以上のとおり、環境保全に配慮されており、特に問題ないと考える。  11 

12 
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8 陸域生態系  1 

 2 

（１）主な住民意見等  3 

①  住民意見  4 

・  オオタカ営巣木は私有地にあり、地主の理解を求めるだけでは不十分であ5 

る。保護の具体的確約の施策を講じられたい。私有地は売買自由であるため、6 

保全のために買い上げるべきです。騒音等の発生や視覚的な変化による影響が7 

あると予測されているが、学研都市建設時、木津北地区のオオタカの営巣の場8 

合、公団はビデオ撮影して、営巣・巣立ちまで観察された。枚方京田辺環境施9 

設組合はオオタカの営巣、巣立ちまでは実証すべきです。保全措置に欠陥があ10 

る時は工事の中止、改善を直ちに実施してください。  11 

・  造成を行うにあたり、オオタカの生息が事業により影響があると認めなが12 

ら、その対応が、「工事個所を遠方から実施とか状況により専門家の意見をお13 

聞きする。」という漠然とした内容であり生息を維持することが出来る確証が14 

示されていない。工事スケジュールを明確にして、具体的な手法を示すべき15 

だ。また、仮にオオタカの生息が維持できない場合、当事者の責任と罰則、京16 

都府の責任を明確に示すべき。  17 

 18 

②  枚方市長意見  19 

・  対象事業実施区域に近接する枚方市東部地域の里山を含む周辺一帯は、豊か20 

な自然環境が保存されており、多くの動植物が確認されている。繁殖が確認さ21 

れているオオタカを含め、特に保全の配慮が求められているものについては、22 

必要に応じて、専門家の助言を仰ぎながら適切に保全措置等を実施すること。  23 

 24 

（２）検討結果  25 

①  環境影響要因及び環境影響評価項目  26 

・  工事の実施及び供用時の工作物の存在等に伴い対象事業実施区域及びその周27 

辺の動物・植物の生息・生育場所への直接的な改変及び間接的な影響の可能性28 

があること、また工事中の建設機械の稼働及び供用時の施設の稼働に伴う騒音29 

等による動物への影響の可能性があることから、動物、植物、生態系を環境影30 

響評価項目として選定している。  31 

・  供用時には施設の稼働に伴う煙突排出ガスが排出されるものの、排出ガス中32 

の大気汚染物質の濃度は十分低いものと想定され、類似施設による植物への間33 

接的な影響の報告はなされていないことから、植物生育環境としての土壌につ34 

いては選定していない。  35 
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 1 

・  事業計画地に進入する車両及び人による影響について事業者に確認したこ2 

ろ、影響要因として、動物及び生態系は「工事中の造成等の工事による一時的3 

な影響」、「工事中の建設機械の稼働」、「供用時の土地及び工作物の存在」、「供4 

用時の施設の稼働」、植物は「工事中の造成等の工事による一時的な影響」、5 

「供用時の土地及び工作物の存在」を選定しているとのことであった。  6 

・  動植物の生態調査をしているが、この中で天然記念物など、文化財指定され7 

ているものはないかを事業者に確認したところ、文献調査及び現地調査におい8 

て、文化財保護法及び京都府文化財保護条例で天然記念物に指定されている種9 

は確認されなかったとのことであった。  10 

・  以上のことから、環境影響評価項目の選定は特に問題ないと考える。    11 

 12 

②  現況調査  13 

（調査方法及び結果）  14 

・  現況調査として、既存資料調査及び現地調査を行うとしている。  15 

・  対象事業実施区域及び周辺における動植物の状況等について、資料 8-1 に示16 

す方法により現地調査を行っている。各調査項目の調査地点及びルートの選定17 

理由について事業者に確認したところ、特に問題ないと考える。  18 

・  動物については、現地調査の結果、確認された哺乳類は６目 10 科 11 種、鳥19 

類は７目 21 科 42 種、両生類は１目２科２種、爬虫類は１目２科２種、昆虫類20 

は 15 目 145 科 446 種、底生生物は 17 目 43 科 66 種であったとしている。また21 

魚類は確認されなかったとしている。猛禽類については、ミサゴ、ハチクマ、22 

ツミ、ハイタカ、オオタカ、サシバ、ノスリ、クマタカ、チョウゲンボウ、ハ23 

ヤブサの 10 種が確認されたとしている。  24 

・  植物については、現地調査の結果、確認された種は 106 科 389 種であった。25 

対象事業実施区域内では、草地でノイバラ、クズ、カナムグラ、ムラサキケマ26 

ン、ノコンギク等が、広葉樹林でモチツツジ、ヤマザクラ、アオハダ、タカノ27 

ツメ、サカキ等が、竹林でヒサカキ、イヌビワ、フモトシダ等が確認されたと28 

している。  29 

・  植生については、 12 種類の植物群落と４種類の土地利用区分が確認された30 

としている。対象事業実施区域周辺は工場や高速道路等の人工構造物に囲まれ31 

ており、対象事業実施区域内はコナラ群落やマダケ植林が多くを占めていたと32 

している。また、対象事業実施区域の一部は、採石場として利用されていたこ33 

とがあり、現状では人工裸地や単子葉草本群落等に遷移していたとしている。  34 

・  対象事業実施区域のすぐそばを流れる手原川における水生生物等の調査が行35 
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われていないが、確実に工事の影響が及ばないと言えるかを事業者に確認した1 

ところ、対象事業実施区域と手原川の間には国道 307 号が存在し、雨水排水は2 

道路境界部の側溝、調整池を経由し天津神川へ流入することから手原川へ流入3 

することはないと考えているとのことであった。  4 

 5 

（注目すべき種の選定及び選定結果）  6 

・  注目すべき動物の選定基準については資料 8-2 に示すとおりである。  7 

・  注目すべき植物の選定基準については資料 8-3 に示すとおりである。  8 

・  これらの選定基準については、特に問題ないと考える。  9 

・  選定された注目すべき動植物は、哺乳類１種、鳥類４種、猛禽類 10 種、爬10 

虫類１種、昆虫類 16 種、底生動物３種、植物はミゾコウジュ、ナンバンギセ11 

ル、コクランの３種であったとしている。  12 

 13 

（生態系）  14 

・  動物及び植物の現地調査結果より、対象事業実施区域及びその周辺における15 

生態系の構成種、個体群、生物群落、類似化した環境単位又はその区域を構成16 

する生態系の相互関係を推測しており、対象事業実施区域及びその周辺の生態17 

系模式図は資料 8-4 に示すとおりであるとしている。  18 

・  動植物の調査結果に基づき、複数の注目される動植物の種又は生物群集及び19 

その生息・生育環境について、上位性、典型性、及び特殊性の観点から選定を20 

行っており、その結果、上位性はホンドキツネ、オオタカ、典型性はノウサ21 

ギ、ホンドタヌキ、ニホンイノシシ、ヒヨドリを選定している。なお、特殊性22 

注目種については、対象事業実施区域及びその周辺において、湿地等の特殊な23 

環境はみられない状況であるため選定しなかった。それらの選定理由は資料24 

8-5 のとおりであり、特に問題ないと考える。  25 

・  上位性の種の調査結果については、ホンドキツネは冬季に対象事業実施区域26 

内で２箇所（５例）が確認されている。オオタカは１繁殖期目調査では１月を27 

除いて毎月飛翔が複数確認されており、対象事業実施区域付近において営巣し28 

ており、巣立ち幼鳥が１個体確認されている。非繁殖期調査では毎月飛翔が複29 

数確認された。２繁殖期目調査では毎月飛翔が複数確認された。１繁殖期目と30 

同じ場所において営巣しており、巣立ち幼鳥が３個体確認された。  31 

・  典型性の種の調査結果については、ノウサギは対象事業実施区域内では春季32 

に２箇所（２例）、夏季に２箇所（２例）、秋季に２箇所（ 14 例）、冬季に３箇33 

所（ 39 例）が確認されている。ホンドタヌキは対象事業実施区域内では夏季34 

に２箇所（ 53 例）、秋季に２箇所（６例）、冬季に３箇所（７例）、が確認され35 
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ている。ニホンイノシシは対象事業実施区域内では春季に２箇所（２例）、夏1 

季に２箇所（６例）、秋季に１箇所（１例）、冬季に３箇所（３例）が確認され2 

ている。ヒヨドリは対象事業実施区域内では春季に９箇所（ 23 例）、夏季に７3 

箇所（ 23 例）、秋季に７箇所（ 85 例）、冬季に５箇所（ 10 例）が確認されて4 

いる。  5 

 6 

③  予測及び予測結果  7 

ア  造成等の工事及び建設機械の稼働  8 

（予測方法）  9 

・  予測事項は、造成等の工事に伴う注目すべき動物・植物・生態系（上位性・10 

典型性の視点から生態系を特徴づける生物種）に対する直接的影響及び間接的11 

影響としている。  12 

・  予測地域は、現地調査の調査地域と同様としている。  13 

・  予測対象時期は、工事の実施による環境影響が最大となる時期としている。  14 

・  工事の実施による環境影響が最大となる具体的な時期について事業者に確認15 

したところ、樹木伐採を行う工事開始後２ヵ月目頃と、対象事業実施区域内で16 

巣から一番近くで切土工事を行う工事開始後 16～ 18 ヵ月目と想定しており、17 

両工事ともオオタカの巣外育雛期～非繁殖期に実施する計画とのことであっ18 

た。  19 

・  予測方法は、文献その他の資料調査及び現地調査から得られた情報の整理・20 

分析結果を基に陸域生態系に対する直接的影響及び間接的影響について行って21 

いる。  22 

 23 

（予測結果）   24 

・  猛禽類・底生動物を除く注目すべき動物は、対象事業実施区域外にのみ生息25 

する、又は、事業により生息環境の一部が改変されるものの、生息環境は対象26 

事業実施区域周辺に広く存在することから、造成等の工事による影響は小さい27 

と予測している。また、建設機械の稼働に伴う騒音等の発生による生息環境の28 

悪化が懸念される範囲は一部であり、建設機械の稼働による影響は小さいと予29 

測している。  30 

・  ほとんどの猛禽類は事業により生息環境の一部が改変されるものの、改変範31 

囲を主要な生息環境としている可能性は低いことから、造成等の工事及び建設32 

機械の稼働による影響は小さいと予測している。  33 

・  オオタカは対象事業実施区域付近に営巣が確認された。事業により主要な生34 

息環境は改変されないものの、飛翔時等に対象事業実施区域を忌避すること35 
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や、クレーンの稼働やダンプの往来による視覚的な変化が生じることが懸念さ1 

れることから造成等の工事及び建設機械の稼働による影響はあると予測してい2 

る。  3 

・  環境省が公表している「猛禽類保護の進め方（改訂版）」では、営巣中心域4 

（巣立ち雛を追跡することで範囲が明らかとなる。調査期間中に雛が巣立たな5 

かった場合は営巣木を中心に半径 300m の範囲）では工場などの建設は避ける6 

よう記載されており、事業実施区域は営巣中心域に該当していないかを事業者7 

に確認したところ、営巣中心域調査を行い、営巣に適した林相を有する森林の8 

範囲に、巣の位置や幼鳥の鳴き声が確認された範囲を加味して営巣中心域を推9 

定した結果、対象事業実施区域は営巣中心域に該当せず、隣接もしていないと10 

のことであった。  11 

・  底生動物は、対象事業実施区域外にのみ生息することから、建設機械の稼働12 

による影響は小さいと予測している。また、工事中の雨水排水等による水質の13 

著しい悪化は予測されないことから、造成等の工事による影響は小さいと予測14 

している。  15 

・  注目すべき植物についてはミゾコウジュとナンバンギセルは、対象事業実施16 

区域外で確認され、生育環境の悪化も懸念されないことから影響は小さいと予17 

測している。コクランは対象事業実施区域内外で確認されているものの、対象18 

事業実施区域内で確認された個体の生育地は改変される他、対象事業実施区域19 

に近接した場所で確認された個体は、樹林や竹林の伐採により光環境や風環境20 

が変化する可能性があることから、造成等の工事に伴う影響はあると予測して21 

いる。  22 

・  生態系の典型性として選定した注目種については、事業により生息環境の一23 

部が改変されるものの、生息環境は対象事業実施区域周辺に広く存在すること24 

から造成等の工事による影響は小さいと予測している。（上位性の注目種につ25 

いては注目すべき動物にて選定しているため割愛）  26 

 27 

イ  供用時の土地又は工作物の存在及び施設の稼働  28 

（予測方法）  29 

・  予測事項は、土地及び工作物の存在と施設の稼働に伴う動植物、注目種への30 

影響としている。  31 

・  予測地域は、現地調査の調査地域と同様としている。  32 

・  予測対象時期は、事業活動が定常状態となる時期及び保全対策の効果が安定33 

したと考えられる時期としている。  34 

・  予測方法は、文献その他の資料調査及び現地調査から得られた情報の整理・35 
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分析結果を基に陸域生態系に対する直接的影響及び間接的影響について行って1 

いる。  2 

 3 

（予測結果）  4 

・ 猛禽類を除く注目すべき動物は、対象事業実施区域外にのみ生息する、又は、5 

生息環境の一部が造成地となり工作物が出現するものの、対象事業実施区域周6 

辺には生息に適した環境が広く存在することから土地及び工作物の存在による7 

影響は小さいと予測している。  8 

・  施設の存在による陸域生態系への影響については、全ての注目すべき動物に9 

ついて、対象事業実施区域内に生息しない、または、対象事業実施区域外に生10 

息環境が広く存在していることから、土地及び工作物の存在に伴う影響は小さ11 

いと予測している。  12 

・  ほとんどの注目すべき猛禽類は、事業により生息環境の一部が造成地となり13 

工作物が出現するものの改変範囲を主要な生息環境としている可能性は低いこ14 

とから、土地及び工作物の存在による影響は小さいと予測している。オオタカ15 

は対象事業実施区域付近に営巣が確認されたが、事業による高利用域の一部改16 

変がわずかであり、営巣中心域や営巣可能域、主要な採食地は改変しないこと17 

から土地及び工作物の存在による影響は小さいと予測している。  18 

・  注目すべき植物については、ミゾコウジュとナンバンギセルが対象事業実施19 

区域外で確認され、間接的影響も懸念されないことから影響は小さいと予測し20 

ている。コクランは対象事業実施区域内外で確認され、対象事業実施区域内で21 

確認された個体の生育地は改変される他、対象事業実施区域に近接した場所で22 

確認された個体は、樹林や竹林の伐採により光環境や風環境が変化する可能性23 

があることから、施設の供用に伴う影響はあると予測している。  24 

・  コクラン以外の注目すべき植物については、対象事業実施区域外に生育する25 

ことから、供用時の土地及び工作物の存在に伴う影響は小さいと予測している。 26 

・  対象事業実施区域外に生息する種への土地及び工作物の存在に伴う影響は小27 

さいと予測しているが、実施区域隣接部では樹木伐採に伴う光環境や土壌環境28 

の変化による生息地改変が起こると思われるため事業者に確認したところ、注29 

目すべき植物については、土地の改変だけでなく、樹木伐採に伴う隣接部の生30 

育環境の変化を含めて評価した結果、影響は小さいと予測しているとのことで31 

あった。  32 

・  生態系の典型性として選定した注目種について、事業により生息環境の一部33 

が造成地となり工作物が出現するものの、対象事業実施区域周辺には生息に適34 

した環境が広く存在することから、土地及び工作物の存在による影響は小さい35 
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と予測している。  1 

・  供用時の施設の稼働については、すべての注目すべき動物について、対象事2 

業実施区域内に生息しない、又は対象事業実施区域外に生息環境が広く存在し3 

ていることから、施設の稼働に伴う影響は小さいと予測している。また、施設4 

の稼働に伴い発生する生活排水及びプラント排水は公共用水域へ放流せず下水5 

道処理を行うことから、水生生物への影響として施設の稼働に伴う水質の悪化6 

は懸念されないとしている。  7 

 8 

④  環境保全措置及び評価  9 

オオタカは対象事業実施区域付近に営巣が確認され、直接改変による主要な10 

生息環境への影響は小さいものの、騒音等の発生や視覚的な変化による影響が11 

あると予測し、以下の環境保全措置を講じるとしている。  12 

また、コクランは対象事業実施区域外に多く生育するものの、対象事業実施13 

区域内や近接した場所に生育することから、造成等の工事に伴う影響があると14 

予測し、以下の環境保全措置を講じるとしている。  15 

 16 

ア  造成等の工事及び建設機械の稼働  17 

・  工事の着手は、オオタカの敏感度が比較的低いとされる巣外育雛期以降に行18 

う。  19 

・  可能な限りオオタカの巣から離れた場所から施工を始め、馴化を促す。  20 

・  オオタカの求愛・造巣期～巣内育雛期は、可能な限り巣から離れた場所で施21 

工する。  22 

・  工事着手時は、オオタカの巣外育雛期以降にクレーンやダンプの稼働を開始23 

させ、急激な視覚的な変化の低減を図る。  24 

・  オオタカの巣から見える高さ以上の煙突は、巣外育雛期以降に施工するな25 

ど、クレーンやダンプの稼働は巣外育雛期以降に開始する。  26 

・  これらの措置を実施するため、工期を延長してオオタカの繁殖活動への影響27 

を可能な限り避けた造成工事とする。  28 

・  低騒音型機械等の環境に配慮した建設機械を採用する。  29 

・  工事中に異常行動が確認された場合には専門家の助言を基に適切に対応す30 

る。  31 

・  オオタカの求愛・造巣期、巣内育雛期、巣外育雛期の具体的な時期や巣から32 

離れた場所から施工をする具体的な方法について事業者に確認したところ、当33 

該オオタカの繁殖ステージは、求愛・造巣期が１～３月頃、抱卵期が４月～５34 

月中旬頃、巣内育雛期が５月中旬～６月頃、巣外育雛期が７月～８月中旬頃と35 
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考えており、造成工事について、巣から一番離れた場所から切土など施工を進1 

め、馴化を促すとのことであった。  2 

・  事業による影響を受けると予測されるコクランの個体を、事業による影響を3 

受けない類似の生育環境へ移植する。  4 

・  コクランの移植時期、場所、移植方法の詳細について事業者に確認したとこ5 

ろ、施工開始前までに現況のコクランの生育状況調査を実施した上で、専門家6 

の助言を受けながら、移植対象個体や移植場所を選定し、移植は春の展葉前に7 

移植対象個体を根鉢ごと掘り取り移植先に植える方法を想定しているとのこと8 

であった。  9 

・  移植個体の活着が良好でない場合は、専門家の助言を基に、必要に応じて追10 

加対策を行い、適切な措置を講じる。  11 

・  当該事業における緑化計画について事業者に確認したところ、具体的な緑化12 

計画は未定だが、関係法令等に基づき対象事業実施区域内に適正な緑地面積を13 

設ける計画としているとのことであった。  14 

・  以上の環境保全措置を実施するとのことだが、コクランの移植については、15 

世代を重ねて維持されないことも予想され、事業区域外でも確認されているた16 

め、区域内のものは標本化し、記録として博物館に収蔵することも再検討され17 

たい。  18 

 19 

イ  供用時の土地又は工作物の存在及び施設の稼働  20 

・  土地又は工作物の存在及び供用に伴うほとんどの動植物・注目種への影響は21 

小さいと予測している。一方コクランは対象事業実施区域に多く生育するもの22 

の、対象事業実施区域内や隣接した場所に生育することから、影響があると予23 

測された。ただし、造成等の工事に伴う影響への環境保全措置としてコクラン24 

の移植を実施することから、施設の供用時には影響が予測される個体は存在し25 

ないとしている。  26 

・  以上のことから、供用時の土地又は工作物の存在及び施設の稼働に関する環27 

境保全措置は講じないとしている。  28 

 29 

・  オオタカなど保全の配慮が必要な動植物については、専門家の助言を基に環境30 

保全措置の適切な実施を図ることが必要と考える。  31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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【資料 8-1 動植物の現地調査の方法】  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

（準備書より抜粋）  17 

 18 

  19 
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【資料 8-2 注目すべき動物の選定基準】  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

（準備書より抜粋）  27 

  28 
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【資料 8-3 注目すべき植物の選定基準】  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

（準備書より抜粋）  28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

 34 

 35 
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【資料 8-4 対象事業実施区域及びその周辺の生態系模式図】  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

（準備書より抜粋）  32 

 33 

 34 

 35 
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【資料 8-5 注目種の選定理由】  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

（準備書より抜粋）  18 

 19 

20 
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9 人と自然の触れ合い活動の場  1 

 2 

（１）主な住民意見等  3 

①  住民意見  4 

・  特になし。  5 

 6 

②  枚方市長意見  7 

・  特になし。  8 

 9 

（２）検討結果  10 

①  環境影響要因及び環境影響評価項目  11 

・  工事中の工事用車両の運行、供用時の工作物の存在、施設の稼働及び施設利12 

用車両の運行に伴い、人と自然との触れ合いの活動の場へ間接的な影響を及ぼ13 

す可能性があることから、環境影響評価項目に選定しており特に問題ないと考14 

える。  15 

 16 

②  現況調査  17 

・  対象事業実施区域周辺における人と自然との触れ合いの活動の場の分布状況18 

を既存資料調査により収集整理している。  19 

・  対象事業実施区域周辺の人と自然との触れ合いの活動の場の現況を把握する20 

ために、人と自然との触れ合いの活動の場の概況及び主要な人と自然との触れ21 

合いの活動の場の分布、利用者数、利用状況及び利用環境等を対象に現地調査22 

を行っている。  23 

・  調査地点は、対象事業実施区域周辺の主要な人と自然との触れ合いの活動の24 

場のうち、工事中の工事用車両の運行、供用時の新たな工作物の出現、施設の25 

稼働及び施設利用車両の運行により影響が生じる可能性がある枚方市東部公園26 

と甘南備山の２地点としている。  27 

・  調査の時期は、人と自然との触れ合いの活動の場として利用されることの多28 

い時期において、平日及び休日の２回とし、現地調査を行う２地点のうち、29 

「枚方市東部公園」はスポーツ、レクリエーション等の利用が主体であり、30 

「甘南備山」はハイキングコースであることから、人と自然との触れ合いの活31 

動の場として利用されることが多い秋季（ 10 月）の平日１日、休日１日とし32 

ている。  33 

・  調査の時間帯は日中の利用が主体であり昼前後が利用のピークと考えられる34 

ことから、調査時間は９時～ 16 時としている。  35 
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・  調査方法は、現地踏査による施設の整備状況の確認、利用人数の目視確認、1 

利用目的の聞き取り確認としている。  2 

・  以上の調査により、事業計画地周辺における人と自然との触れ合いの活動の3 

場の状況が適切に把握されており、特に問題ないと考える。  4 

 5 

③予測方法及び結果  6 

ア  工事中の工事用車両の運行  7 

（予測方法）  8 

・  予測事項は、工事用車両の運行による主要な人と自然との触れ合い活動の場9 

への影響としている。  10 

・  予測地点は、現地調査を実施した対象事業実施区域周辺の２地点としてい11 

る。  12 

・  予測対象時期は、工事用車両の運行による環境影響が最大となる時期として13 

いる。  14 

・  工事用車両の運行による、人と自然との触れ合い活動の場の分布及び利便性15 

（アクセス）には変化がないことから、事業計画の内容を踏まえ快適性の変化16 

を予測している。  17 

 18 

（予測結果）  19 

・  快適性の変化の要因としては、工事用車両の運行による、大気質、騒音、振20 

動の影響が考えられるが、これらの評価において、事業者の実行可能な範囲内21 

でできる限り回避・低減が図られており、環境保全に関する目標との整合性が22 

図られていると評価されていることから、快適性の変化は小さいと予測してい23 

る。  24 

 25 

イ  供用時の土地又は工作物の存在及び施設の稼働、施設利用車両の運行  26 

（予測方法）  27 

・  予測事項は、新たな工作物の出現、施設の稼働、施設利用車両の運行に伴う28 

主要な人と自然との触れ合い活動の場への影響としている。  29 

・  予測地点は、現地調査を実施した対象事業実施区域周辺の２地点としてい30 

る。  31 

・  予測対象時期は、土地及び工作物の存在では、新たな工作物の完成後、施設32 

の稼働と施設利用車両の運行では、事業活動が定常状態となる時期としてい33 

る。  34 

・  供用時では、人と自然との触れ合い活動の場の分布及び利便性（アクセス）35 
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には変化がないことから、事業計画の内容を踏まえ快適性の変化を予測してい1 

る。  2 

 3 

（予測結果）  4 

・  快適性の変化の要因としては、施設の存在による景観の変化が考えられる5 

が、甘南備山は対象事業実施区域を眺望できないため景観調査地点に選定され6 

ておらず、枚方市東部公園は景観の予測・評価において景観の変化は小さいと7 

予測している。また、事業者の実行可能な範囲内でできる限り回避・低減が図8 

られており、環境保全に関する目標との整合性が図られていると評価されてい9 

ることから、快適性の変化は小さいと予測している。  10 

・  快適性の変化の要因としては、施設の稼働、施設利用車両の運行による、大11 

気質、騒音、振動、悪臭の影響が考えられるが、これらの評価において、事業12 

者の実行可能な範囲内でできる限り回避・低減が図られており、環境保全に関13 

する目標との整合性が図られていると評価されていることから、快適性の変化14 

は小さいと予測している。  15 

 16 

④  環境保全措置及び評価  17 

環境影響の区分ごとに、以下の環境保全を行うとしている。  18 

ア  工事中の工事用車両の運行  19 

・  工事用車両の運行にあたっては、制限速度の遵守、安全運転の励行、急発20 

進・急加速・急ブレーキの自粛等のエコドライブの推進を行うように指導を徹21 

底する。  22 

・  環境負荷が高い複数の工程が集中しないよう適切な管理を行い、工事用車両23 

の走行の分散に努める。  24 

・  工事用車両は始業前点検を励行し、適正な管理のもと使用するよう指導を徹25 

底する。  26 

・  工事用車両は、可能な限り無駄な稼働を抑えるように指導を徹底する。  27 

 28 

イ  供用時の土地又は工作物の存在及び施設の稼働、施設利用車両の運行  29 

・  建物・煙突の色彩やデザインは、地域景観と調和するものとなるよう配慮す30 

る。  31 

・  周辺環境との調和がとれるよう、敷地内の積極的な緑化を図るものとする。  32 

・  ごみ焼却処理により発生する煙突排出ガスについては、関係法令による排出33 

基準より厳しい自主基準値を遵守する。  34 

・  送風機や蒸気タービン発電機等の大きな音が発生する機器類は工場棟内部に35 
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納め、二重壁や内壁等に吸音材を貼り付ける等の防音防振対策を施す。  1 

・  開口部を必要とする機器類は、低騒音型を採用し、必要に応じて防音防振対2 

策を施す。  3 

・  プラットホームの出入口には、悪臭が外部に漏れないよう自動開閉扉等を設4 

置し、できる限り内部空気の漏洩を防止する。  5 

・  ごみピットへのごみ投入口には投入扉を設置し、ごみ収集車がごみピットへ6 

ごみを投入するときにのみ自動開閉し、プラットホームへの臭気の漏洩を防止7 

する。  8 

・  ごみピットから発生する臭気については、ごみピット内の空気を燃焼用空気9 

として利用してごみピット内を負圧に保ち、臭気が外部に漏れないようにす10 

る。  11 

・  排出ガス中に含まれる悪臭物質については、焼却温度を 850℃以上に保ち、12 

悪臭物質を熱分解することにより、排出ガス中の悪臭物質を低減する。  13 

・  焼却炉全停止中の臭気対策として、活性炭吸着装置等の脱臭装置を設ける。  14 

・  施設利用車両の運行が集中しないよう適正な管理を行い、施設利用車両の走15 

行の分散に努める。  16 

・  施設利用車両の始業前点検を励行し、適正な管理のもと使用するよう関係機17 

関に要請する。  18 

・  施設利用車両は、適宜、アイドリング・ストップを励行、制限速度の遵守、19 

安全運転の励行、急発進・急加速・急ブレーキの自粛等のエコドライブの推進20 

を行うよう、関係機関に要請する。  21 

 22 

・  以上のとおり、環境保全に配慮されており、特に問題ないと考える。  23 

 24 

25 
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10 景観  1 

 2 

（１）主な住民意見等  3 

①  住民意見  4 

・  特になし。  5 

 6 

②  枚方市長意見  7 

・  特になし。  8 

 9 

（２）検討結果  10 

①  事業計画及び環境配慮事項  11 

（事業計画）  12 

・  本事業において建設する一般廃棄物処理施設の建築面積は約 3,500 ㎡、高さ13 

は地上約 32m としている。  14 

・  一般廃棄物処理施設高さは 100m としている。煙突高さについては、計画段15 

階環境配慮書において、 59m 及び 100m の複数案で大気質及び景観の観点から16 

検討を行ったとしている。  17 

・  景観の変化は眺望点からの景観のごく一部の範囲に限られるなどより景観へ18 

の影響は小さく、 59m 案と 100m 案の眺望景観への影響の程度の差は小さいと19 

しているが、 59m 案では排出ガスの最大着地濃度地点への寄与濃度が高くなる20 

ことから、環境影響の観点から優位な 100m を選定している。  21 

・  事業者の見解からは計画段階環境配慮書の段階で実質的に案は一つであった22 

と解され、計画段階環境配慮書で提示された案は手続き上適切なのかを事業者23 

に確認したところ、京都府環境影響評価条例第７条の３の規定では、「計画段24 

階配慮事項についての検討を行った結果について、技術指針に基づき、次に掲25 

げる事項を記載した計画段階環境配慮書を作成し、知事等に提出しなければな26 

らない。」とされており、計画段階環境配慮書には複数案の検討を行った結果27 

を示したものであり、適切なものと考えているとのことであった。  28 

・  計画段階配慮書において複数案を設定し検討が行われていることから、問題29 

ないと考える。  30 

 31 

（環境配慮事項）  32 

・  建物・煙突の色彩やデザインは地域景観と調和するものとなるよう配慮し、33 

周辺環境との調和がとれるよう、敷地内の積極的な緑化を図るとしている。  34 

・  地域景観と調和する具体的な配慮について事業者に確認したところ、現況の35 
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景観を著しく変化させるような奇抜な形状や色彩は避け、周辺施設や背景の緑1 

や空などと違和感なく馴染むデザインを想定しているとのことであった。  2 

 3 

②  環境影響要因及び環境影響評価項目  4 

・  供用時の施設の存在により、対象事業実施区域に新たな工作物が出現するこ5 

とから、環境影響評価項目として選定しており、特に問題ないと考える。  6 

 7 

③  現況調査  8 

（調査方法）  9 

・  事業実施区域周辺における主要な眺望景観の状況を把握するため、事業実施10 

区域周辺５地点で、現地踏査及び写真撮影による現地調査を２季（着葉季、落11 

葉季）行ったとしている。  12 

・  調査地点は、可視領域図を参考に、対象事業実施区域周辺の主要な眺望点及13 

び地域の人々が日常的に利用している場等の囲繞景観となる地点のうち、対象14 

事業実施区域が視認される５地点としている。  15 

・  事業実施区域周辺の主要な眺望点である甘南備山を調査地点に選定していな16 

い理由を事業者に確認したところ、甘南備山の展望台からは新施設を視認でき17 

ないため方法書にて地点選定していないとのことであった。  18 

 19 

④  予測方法及び結果  20 

（予測方法）  21 

・  予測事項は、主要な眺望景観の状況としている。  22 

・  予測地点は、現地調査を実施した主要な眺望点（５地点）としている。選定23 

理由としては、地域の人々が日常的に利用している場等の囲繞景観となる地点24 

であるからとしている。  25 

・  予測対象時期は、新たな工作物の完成後としている。また、現状の眺望景観26 

において紅葉や花木等により特徴付けられる時期がないことから、落葉により27 

対象事業実施区域への見通しが良くなる落葉期で予測している。  28 

・  予測方法は、予測地点からの眺望の変化の程度について、事業計画に基づき29 

フォトモンタージュを作成することにより予測している。景観の予測方法とし30 

ては一般的なものであり、特に問題ないと考える。  31 

 32 

（予測結果）  33 

・  予測地点からの景観の変化の程度については、資料 10-1 から 10-5 のとおり34 

であり、地点 L３を除き施設の存在による眺望景観の変化は小さいと予測して35 
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いる。地点 L３については、正面に焼却施設及び煙突が出現し、特に煙突は景1 

観の主体である空の部分に出現し、眺望景観に占める割合も大きいことから、2 

眺望景観に変化が生じると予測している。  3 

・  予測した５地点のうち、地点 L２～ L５の４地点については眺望景観に変化4 

が生じるが、地点 L３以外の変化は小さく、事業の実施により現状の眺望景観5 

を著しく変化させるものではないとしている。なお、地点 L１については新た6 

な工作物は住宅に遮られて確認できなかったとしている。  7 

 8 

・  焼却施設や煙突が出現することなどにより、近景域においては景観の変化が大9 

きいことから、施設の意匠、色彩及び事業計画地内の緑化の具体化に際しては、10 

周辺の景観との調和に十分配慮する必要があると考える。なお、大阪府域からの11 

眺望景観の変化は小さい。  12 

 13 

14 
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【資料 10-1 地点 L１における眺望景観の変化】  1 

 2 
（準備書より抜粋）  3 

 4 

新たな工作物は、住宅により遮られ確認できず、現状の眺望景観が事業実施後5 

も継続することから、眺望景観の変化はないと予測している。  6 

 7 

 8 

 9 
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【資料 10-2 地点 L２における眺望景観の変化】  1 

 2 
（準備書より抜粋）  3 

 4 

正面に焼却施設の煙突が出現するが、眺望景観における存在は小さく、焼却施5 

設は植栽により遮られて確認できないため、現状の主にアスファルト舗装、植6 

栽、空で構成される眺望景観は事業実施後も継続することから、眺望景観の変化7 

は小さいと予測している。  8 

 9 
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【資料 10-3 地点 L３における眺望景観の変化】  1 

 2 
（準備書より抜粋）  3 

 4 

正面に焼却施設及び煙突が出現する。特に煙突は景観の主体である空の部分に5 

出現し、眺望景観に占める割合も大きいことから、眺望景観に変化が生じると予6 

測している。  7 

 8 

 9 
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【資料 10-4 地点 L４における眺望景観の変化】  1 

 2 

（準備書より抜粋）  3 

 4 

正面に焼却施設の煙突が出現するが、眺望景観における存在は小さく、焼却施5 

設は植栽により遮られて確認できないため、現状の主にアスファルト舗装、植6 

栽、空で構成される眺望景観は事業実施後も継続することから、眺望景観の変化7 

は小さいと予測している。  8 

 9 
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【資料 10-5 地点 L５における眺望景観の変化】  1 

 2 

（準備書より抜粋）  3 

 4 

正面に焼却施設の煙突が出現するが、眺望景観における存在は小さく、焼却施5 

設は既存民間工場により遮られて確認できないため、現状の主に公園広場・植6 

栽、既存民間工場、空で構成される眺望景観は事業実施後も継続することから、7 

眺望景観の変化は小さいと予測している。  8 

9 
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11 廃棄物・発生土 1 

 2 

（１）主な住民意見等  3 

①  住民意見  4 

・  造成時の残土が２０万立方米を超え、伐根・雑木など相当な量の搬出が行わ5 

れるが、搬出先や工程なども未定であり施工業者にゆだね丸投げの恐れがあ6 

る。運搬車両の経路により地域住民に多大な影響を及ぼす。  7 

 8 

②  枚方市長意見  9 

・  特になし。  10 

 11 

（２）検討結果  12 

①  環境影響要因及び環境影響評価項目  13 

・  工事中にはがれき類や廃プラスチック類等、供用時には施設の稼働に伴う焼14 

却残さ等の廃棄物が発生することから廃棄物を環境影響評価項目に選定してい15 

る。  16 

・  また、工事中には残土が発生することから建設工事に伴う副産物（残土等）17 

を環境影響評価項目に選定している。  18 

・  環境影響評価項目の選定は特に問題ないと考える。  19 

 20 

②  予測方法及び結果  21 

ア  造成等の工事による一時的な影響  22 

（予測方法）  23 

・  予測事項は、土木造成・施設建設工事に伴う残土、がれき類や廃プラスチッ24 

ク等の廃棄物等について、その種類、発生量及び処理方法としている。  25 

・  予測地域は、対象事業実施区域としている。  26 

・  予測対象時期は、工事期間全体としている。  27 

・  予測方法は、事業計画及び類似事例に基づき、工事に伴う残土及び廃棄物の28 

種類ごとの発生の状況を把握し予測している。  29 

・ コンクリート破片 130t の発生源について事業者に確認したところ、敷地内に30 

コンクリート舗装の車道等がありますので、その撤去等を想定しているとのこ31 

とであった。  32 

 33 

（残土の予測結果）  34 

・  工事に伴う残土の発生量及び処理量は資料 11－ 1 の通りとしている。  35 
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・  発生量及び処理量の具体的な算出方法について事業者に確認したところ、複1 

数のメーカーから提供された資料に基づき、過小評価とならないよう整理して2 

いるとのことであった。  3 

 4 

（建設工事に伴う廃棄物等の予測結果）  5 

・ 廃棄物等の発生量及び処理等の方法は資料 11-2 の通り、金属くずを売却する6 

以外は産業廃棄物処理業者に委託処理を行うとしている。  7 

・  木くず及びコンクリート破片について、再資源化後の材料を本事業工事等に8 

おいて利用することを考えているか事業者に確認したところ、建設工事を行う9 

DBO 事業者は今後決定していくが、その審査において建設廃棄物の削減につい10 

て提案を貰う予定で、事業者決定後は、建設廃棄物の自ら利用や再資源化など11 

について指導していくとのことであった。  12 

・  最終処分場に埋立としている廃プラスチック類、その他のがれき類、その他13 

混合廃棄物について、埋立以外の処理方法の検討経緯を事業者に確認したとこ14 

ろ、建設工事を行う DBO 事業者は今後決定していくが、その審査において建設15 

廃棄物の削減について提案を貰う予定で、事業者決定後は、建設廃棄物の自ら16 

利用や再資源化などについて指導していくとのことであった。  17 

・  工事により汚泥が発生することはないのか事業者に確認したところ、杭汚泥18 

等が発生するケースも考えられるが、現時点では汚泥の発生を想定しておらず、19 

汚泥が発生する場合には、これも可能な限り再生利用に努めるほか、やむを得20 

ず処理する場合には関係法令を遵守し、処理を適正に行うとのことであった。  21 

  22 

イ  供用時の廃棄物の発生  23 

（予測方法）  24 

・  予測事項は、施設の稼働に伴う焼却灰等の廃棄物の種類、発生量及び処理内25 

容としている。  26 

・  予測地域は、対象事業実施区域としている。  27 

・  予測対象時期は、事業活動が定常状態となる時期としている。  28 

・  予測方法は、事業計画及び類似事例に基づき、施設の稼働に伴う焼却灰等の29 

廃棄物の種類ごとの状況を把握し予測している。  30 

 31 

（予測結果）  32 

・  施設の稼働により発生する廃棄量の予測結果は、焼却灰が 3,175t/年、飛灰33 

が 2,287t/年であり、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」や「ダイオキシン34 

類対策特別措置法」を遵守し、国が定めた安定化処理を行った後、最終処分す35 
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るとしている。  1 

・  枚方市穂谷川清掃工場第３プラント及び京田辺市甘南備園焼却施設において2 

発生する焼却灰及び飛灰の現況について事業者に確認したところ、平成 30 年3 

度では枚方市穂谷川清掃工場は、焼却灰 2,520t、飛灰 1,523t 埋立処分されて4 

いるとのことであった。  5 

・  焼却灰や飛灰の再資源化等による発生抑制や有効利用の内容を検討して排出6 

量についても予測するとしていたことについて事業者に確認したところ、焼却7 

灰や飛灰の再資源化としてセメント原料への活用を見込んでいるとのことであ8 

った。  9 

・  安定化処理の具体的内容について事業者に確認したところ、キレート処理な10 

どが考えられますが、本事業は、 DBO 方式で整備することから、排出ガスの処11 

理方式も含め建設事業者の提案を受けて決定するとのことであった。  12 

 13 

③  環境保全措置及び評価  14 

環境影響の区分ごとに、以下の環境保全措置を行うとしている。  15 

ア  造成等の工事による一時的な影響  16 

・  工事の実施に伴い発生する廃棄物などの対策（環境保全措置）として、予測17 

の前提とした次のことを計画している。  18 

・ 「京都府循環型社会形成計画（第２期）」（平成 29 年３月、京都府）及び「大19 

阪府循環型社会推進計画」（平成 28 年６月、大阪府）に示される循環型社会を20 

構築するための基本方針に留意し、適正な廃棄物資源化の推進や適正処理をは21 

かる。  22 

・  施設の建設にあたっては、環境に配慮した材料を積極的に導入し、建設現場23 

での廃棄物等の発生抑制に努める。  24 

・  工事の実施に伴う発生土は、対象事業実施区域の盛土材として極力再利用す25 

るほか、余剰分については、他の公共工事などへの活用に努める。  26 

・  盛り土を増やすことで地盤がゆるいままになって崩落するような事態になら27 

ないかを事業者に確認したところ、盛土量を増やすことのないよう盛土高を抑28 

え、盛土法面が極力二段にならないように配慮して盛土計画をし、宅地造成等29 

規制法による基準を適用し、30 度以下の緩い勾配としているとのことであった。 30 

・  発生した土砂を仮置きする場合は飛散防止等の周辺環境に配慮するように指31 

導を徹底する。  32 

・ 建設廃棄物等を搬出する際は、関係法令を遵守し、処理を適正に行う。また、33 

可能な限り再資源化に努める。  34 

・  車両のタイヤ又は車体に廃棄物を付着させて走行することがないように、適35 
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宜、洗車及び清掃などを励行する。  1 

・  施設の設計にあたっては、建設時における建設副産物の発生低減や再利用に2 

努める。  3 

・  工事において、分別の徹底、工場加工資材の活用、搬入資材梱包の簡素化、4 

適正処理の徹底などを指導する。  5 

 6 

イ  供用時の廃棄物の発生  7 

・ 「京都府循環型社会形成計画（第２期）」（平成 29 年３月、京都府）及び「大8 

阪府循環型社会推進計画」（平成 28 年６月、大阪府）に示される循環型社会を9 

構築するための基本方針に留意し、適正な廃棄物資源化の推進や適正処理を図10 

る。  11 

・  施設の設計に際しては、焼却灰等の飛散防止に留意し、焼却灰と飛灰とは分12 

離貯留とする。  13 

・  施設の維持管理や管理事務に伴い発生する廃棄物は、極力発生量の抑制に努14 

めるとともに、適正に処理する。  15 

・  廃棄物の有効利用を推進するため、分別排出を徹底し、職員や施設運用事業16 

者への周知徹底及び適切な指導を行う。  17 

 18 

・  施設供用時の焼却灰や飛灰については、燃焼管理による発生抑制や再資源化等19 

により、最終処分量の更なる削減を図る必要があると考える。  20 

 21 

 22 

【資料 11-1 工事の実施による発生土の発生量及び処理などの方法】  23 

 24 
                        （準備書より抜粋）  25 

 26 

 27 

 28 
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 1 

【資料 11-2 廃棄物等の発生量及び処理等の方法（焼却施設の建設）】  2 

 3 
 （準備書より抜粋）  4 

5 
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12 地球環境 1 

 2 

（１）主な住民意見等  3 

①  住民意見  4 

・  特になし。  5 

 6 

②  枚方市長意見  7 

・  特になし。  8 

 9 

（２）検討結果  10 

①  環境影響要因及び環境影響評価項目  11 

・  工事中の建設機械の稼働及び工事用車両の運行、供用時の施設の稼働及び施12 

設利用車両の運行に伴い二酸化炭素等の温室効果ガスが発生することから、温13 

室効果ガスを環境影響評価項目として選定しており、特に問題ないと考える。  14 

 15 

②  予測及び予測結果  16 

ア  工事中の建設機械の稼働及び工事用車両の運行  17 

（予測方法）  18 

・  予測事項は、温室効果ガス等の排出量としており、対象とする温室効果ガス19 

は、二酸化炭素、メタンガス、一酸化二窒素とし、これらの排出量を二酸化炭20 

素排出量に換算している。  21 

・  予測地域は対象事業実施区域及びその周辺としている。  22 

・  予測対象時期は、工事期間としている。  23 

・  予測は、事業計画に基づき、建設機械の稼働及び工事用車両の運行に伴う温24 

室効果ガスの排出量を算定し予測したとしている。算定は、最新の「温室効果25 

ガス排出量算定・報告マニュアル Ver4.4」に示された方法に準じて行っている。 26 

・  排出源ごとの算出手順を資料 12-1 に示す。  27 

・  予測条件は、事業計画、メーカー資料及び既存資料等に基づき、環境に対し28 

て安全側の予測となるよう、建設機械の稼働、工事用車両の運行等に係る事項29 

を設定している。  30 

・  予測の手順、予測条件の設定等については、特に問題ないと考える。  31 

 32 

（予測結果）  33 

・ 予測の結果、温室効果ガス排出量は建設機械の稼働に伴い 3,227 t-CO2、工事34 

用車両の運行に伴い 201.8 t-CO2であり、工事全体では約 0.34 万 t-CO2と予測35 
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されるとしている。  1 

・ 工事期間中の温室効果ガスの排出量は、約 0.34 万 t-CO2となり、この値を京2 

都府全体の温室効果ガスの年間排出量 1,206 万 t-CO2（ 2017 年度）、大阪府全体3 

の温室効果ガスの年間排出量 5,614 万 t-CO2（ 2016 年度）と比べると、京都府4 

では約 0.03％、大阪府では約 0.006％であるとしている。  5 

 6 

イ  供用時の施設の稼働及び施設利用車両の運行  7 

・  予測事項は、工事の実施と同様に、温室効果ガス等の排出量としており、対8 

象とする温室効果ガスは、二酸化炭素、メタンガス、一酸化二窒素とし、これ9 

らの排出量を二酸化炭素排出量に換算している。  10 

・  予測地域は、対象事業実施地区及びその周辺としている。  11 

・  予測対象時期は、施設の稼働が定常状態になった時期としている。   12 

・  予測は施設の稼働及び施設利用車両の運行に伴う温室効果ガスの排出量を算13 

定し予測している。また、発電等による温室効果ガスの削減量についても考慮14 

している。  15 

・  排出源ごとの算出手順を資料 12-2 に示す。  16 

・  予測条件は、施設の稼働については、施設の運転計画等から、施設の稼働に17 

伴う温室効果ガス排出に対する活動量を設定している。ごみ収集車の運行につ18 

いては、供用時におけるごみ収集車の運行台数を用いて、各車両の諸元（燃費、19 

運行距離）から温室効果ガス排出に対する活動量を設定している。  20 

・  発電能力や発電効率、使用電力を算出した具体的な諸元について事業者に確21 

認したところ、メーカーから提供された資料の数値を使用し予測しているので、22 

具体的な諸元については不明とのことであった。  23 

・  今後導入するごみ収集車の環境性能の向上方針について事業者に確認したと24 

ころ、構成市におけるＥＶごみ収集車の導入が進む施策として、新施設に充電25 

施設の整備を検討するとのことであった。  26 

 27 

（予測結果）  28 

・ 施設の稼働に伴う二酸化炭素排出量は 14,435t-CO2/年、ごみ収集車の走行に29 

伴う二酸化炭素排出量は 750t-CO2/年であり、合計では約 1.5 万 (15,185)t-CO2/30 

年としている。これを現施設からの二酸化炭素排出量 28,928t-CO2/年と比べる31 

と、 13,743t-CO2/年（ 47％）の削減になるとしている。  32 

・  ごみ収集車の走行に伴う二酸化炭素排出量は、 189 t-CO2/年の増加となると33 

している。  34 

 35 
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③  結果の評価及び環境保全措置  1 

環境影響の区分ごとに、以下の環境保全措置を行うとしている。  2 

ア  工事中の建設機械の稼働及び工事用車両の運行  3 

・ 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」（平4 

成 12 年  法律第 100 号）に基づく物品の調達等に配慮し、積極的な省エネルギ5 

ー型設備・機器の導入によって温室効果ガスの発生の抑制に努める。  6 

・  工事工法や建設機械の選定に際しては、再使用あるいは再生利用が可能な資7 

材を使用し、低炭素型建設機械を使用する等、省エネルギーに配慮するよう指8 

導を徹底する。  9 

・  建設機械や工事用車両は始業前点検を励行し、適正な管理のもと使用するよ10 

う指導を徹底する。  11 

・ 工事用車両は、整備・点検を行い、不要なアイドリングや空ぶかし、急発進・12 

急加速などの高負荷運転防止等を徹底する。また、環境負荷が高い複数の工程13 

が集中しないよう適切な管理を行い、工事用車両の走行の分散に努める。  14 

・  工事用車両の過積載防止に対する指導を徹底する。  15 

 16 

イ  供用時の施設の稼働及び施設利用車両の運行  17 

・ 「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に18 

基づく物品の調達等に配慮し、積極的な省エネルギー方設備・機器の導入によ19 

って直接温室効果ガスの発生の抑制に努める。  20 

・  焼却に伴う熱を利用して主に発電を行い、施設内で消費される電力を賄うと21 

ともに、余剰電力を売却する。また、施設に必要な熱源として利用することで、22 

温室効果ガスの排出量削減に努める。  23 

・  循環型社会・低炭素社会構築に加え、エネルギー問題についての理解を深め24 

るという環境教育の観点から、太陽光発電設備等の再生可能エネルギーを活用25 

する。  26 

・  ごみ室や燃焼温度の管理等を適正に行い、助燃量の消費量の低減を図る。  27 

・  ごみ収集車等の施設利用車両は、整備・点検を行い、不要なアイドリングや28 

空ぶかし、急発進・急加速などの高負荷運転防止等を徹底する。また、搬入時29 

間帯等の検討により、走行する車両の分散に努める。  30 

・  施設の供用に伴う温室効果ガスの排出量は、約 1.5 万 t-CO2 と予測され、こ31 

の内、発電による温室効果ガスの削減分は、約 0.81 万 t-CO2となり、発電しな32 

かった場合を想定した排出量 2.3 万 t-CO2からすると約 35％の削減効果と試算33 

されるとしている。  34 

・ この値を京都府全体の温室効果ガスの年間排出量 1,206 万 t-CO2（ 2017 年度）、 35 
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大阪府全体の温室効果ガスの年間排出量 5,614 万 t-CO2（ 2016 年度）と比べる1 

と、京都府では約  0.12％、大阪府では約 0.03％であるとしている。  2 

・  施設の供用にあたっては、環境保全措置を講じ、より一層の温室効果ガス発3 

生の抑制に努める計画であり、環境保全措置は「京都府地球温暖化対策推進計4 

画」における施策の推進に寄与するものであるとしている。  5 

 6 

・  ごみ収集車の走行距離が延びることに伴い、温室効果ガス排出量の増加が見込7 

まれるため、関係機関と連携してごみ収集車等に電気自動車等を導入するなど、8 

温室効果ガスの更なる削減を図る必要があると考える。  9 

 10 

【資料 12-1 排出源ごとの算出手順（工事の実施）】  11 

 12 

 (ｱ) 建設機械の稼動に伴う排出量   13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

（準備書より抜粋）  31 

 32 

 33 

 34 

 35 

 



84 

 (ｲ) 工事用車両の運行に伴う温室効果ガス排出量   1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

（準備書より抜粋）  16 

 17 

【資料 12-2 排出源ごとの算出手順（供用時）】  18 

 19 

 (ｱ) 施設の稼働  20 

  a ごみ焼却による温室効果ガスの排出量  21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

 33 

（準備書より抜粋）  34 

 35 
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  b 発電による温室効果ガスの排出量の抑制量  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

（準備書より抜粋）  11 

 12 

 (ｲ) 施設利用車両の運行に伴う温室効果ガスの排出量  13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

（準備書より抜粋）  33 

34 
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13 事後調査  1 

 2 

（１）主な住民意見等  3 

①  住民意見  4 

・  京都府域についても事後調査をするようにいっているが、事後調査をしてい5 

ない。事後調査をするといっていながら事後調査はしていない。オオタカ、オ6 

オムラサキその他いっぱい美しい花があります。しかし枚方市は東部清掃工場7 

稼働後 10 年、何の調査もせず、前期の石井市長との約束によって京田辺市内に8 

つくろうとしています。市民はそれに気づいてしっかりしていかなければなら9 

ないと思います。  10 

 11 

②  枚方市長意見  12 

・  特になし。  13 

 14 

（２）検討結果  15 

①  事後調査の方針  16 

・  本事業は、環境保全性を最も重視しさらに資源やエネルギーの有効利用（資17 

源循環性）、長期にわたる安定した稼働の確保（安定稼働性）、経済性などを考18 

慮して施設を整備することを基本方針としており、地域の方々に安心して頂け19 

るように事業者として環境への負荷の低減に向けて実行可能な範囲で取り組む20 

ため、事後調査を行うとしている。  21 

・  しかしながら本事業は、建設工事請負業者等の決定後に性能発注方式に基づ22 

いて詳細な実施計画が行われることから、事後調査の項目は、現段階で設定し23 

た予測条件に不確実性を伴っている項目についても考慮に入れて選定するもの24 

としている。また、事後調査の結果に基づき、環境の保全及び創造のための適25 

切な措置を講じる必要がある場合には、関係機関と協議の上、適切に対応する26 

ものとしている。  27 

・  なお、今後、事後調査の具体的な実施段階では、本事業の建設工事請負業者28 

等の決定後に行われる詳細な計画をふまえた調査内容（数量、地点等）を再度29 

検討する計画としている。  30 

 31 

②  事後調査の項目の選定  32 

・  事後調査の項目は、環境影響評価の対象として選定した環境要素の中から、33 

事業特性及び地域特性を勘案し選定しており、大気質、騒音、陸域生態系、景34 

観の４項目としている。  35 
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 1 

【事後調査の概要】  2 

調査項目 調査対象 調査方法 
調査地域 

・地点 

調査時期等 

調査時期 調査回数 

工

事

中 

動物 動物及び生

態系の状況 

オオタカ 定点調査及

びビデオカ

メラ撮影 

対象事業実

施区域周辺

半径１Km範

囲内の３定

点 

工事期間中

の繁殖期 

適時 

生態系 工事完了後

１年目の繁

殖期 

植物 植物の状況 コクラン 踏査による

個体数及び

生育状況の

記録 

コクランの

移植場所 

工事期間中

の開花期 

１回 

供

用

時 

大気質 一般環境大

気質の状況 

二酸化硫黄、

浮遊粒子状物

質、窒素酸化

物 

ステーショ

ン設置によ

る自動連続

測定 

対象事業実

施区域周辺

（４地点） 

施設の稼働

が定常とな

る時期 

２季×７日

間(１時間

値) 

ダイオキシン

類 

サンプリン

グ分析 

２季×７日

間(１検体/

季) 

塩化水素、水

銀 

騒音 道路興津騒

音の状況 

道路交通騒音 騒音計の設

置による自

動連続測定 

施設利用車

両が通過す

る搬入路沿

道 

(２地点) 

施設の稼働

が定常とな

る時期 

１季(秋季)

×１日(24

時間) 

景観 眺望景観の

状況 

対象事業実施

区域周辺の主

要な眺望景観

の状況 

デジタルカ

メラを用い

て調査地点

から対象事

業実施区域

方向を撮影 

対象事業実

施区域が視

認される５

地点 

施設の稼働

が定常とな

る時期 

２季(着葉季

及び落葉季) 

 
 3 

 4 

（大気質）  5 

・  工事の実施に伴う影響については、現況を著しく悪化させないと予測され、6 

対象事業実施区域近傍に住居等が存在しないことや工事期間が限られた一時的7 

なものであること、環境への負荷の低減に向けた環境の保全及び創造のための8 

措置を講じることを勘案し、事後調査は実施しないとしている。  9 

・  土地又は工作物の存在に伴う影響については、現況を著しく悪化させないと10 

（準備書より抜粋）  
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予測され、施設運営業者によって環境保全目標値の遵守が担保されているため、1 

事後調査は実施しないとしている。  2 

・  施設利用車両の運行に伴う影響は、予測結果が現況と比べて大きく変化しな3 

いことや環境への負荷の低減に向けた環境の保全及び創造のための措置を講じ4 

ることを勘案し、事後調査は実施しないとしている。  5 

・  工事中の造成工事によって一時的に裸地面が出現することによる粉じんの影6 

響については、現況を著しく悪化させないと予測され、対象事業実施区域近傍7 

に住居等が存在しないことや工事期間が限られた一時的なものであること、環8 

境への負荷の低減に向けた環境の保全及び創造のための措置を講じることを勘9 

案し、事後調査は実施しないとしている。  10 

・  施設の稼働に伴う影響は、地域の方々の関心が高いことや予測の諸元に不確11 

実性が若干あることを勘案し、一般環境大気質に関する事後調査を実施すると12 

しており、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質、窒素酸化物、ダイオキシン類、塩化13 

水素、水銀の６物質について、一般環境大気質調査地点４地点で施設の稼働が14 

定常状態となった時期において２季に各季１週間（７日間）実施するとしてい15 

る。  16 

 17 

（水質）  18 

・  工事中の造成工事によって一時的に裸地面が出現することによる濁水の影響19 

については、現況を著しく悪化させないと予測され、工事期間が限られた一時20 

的なものであることや環境への負荷の低減に向けた環境の保全及び創造のため21 

の措置を講じることを勘案し、事後調査は実施しないとしている。  22 

 23 

（騒音、振動、低周波音）  24 

・  工事の実施に伴う影響については、現況を著しく悪化させないと予測され、25 

対象事業実施区域近傍に住居等が存在しないことや工事期間が限られた一時的26 

なものであること、環境への負荷の低減に向けた環境の保全及び創造のための27 

措置を講じることを勘案し、事後調査は実施しないとしている。  28 

・  土地又は工作物の存在及び供用に伴う影響については、現況を著しく悪化さ29 

せないと予測されるため、事後調査は実施しないとしている。  30 

・  しかしながら、現況で施設利用車両走行ルート沿道の騒音レベルが環境基準31 

を超過していることを勘案し、道路交通騒音に関する事後調査を実施するとし32 

ている。  33 

・  道路交通騒音については、環境影響評価に係る調査で実施した２地点で施設34 

の稼働が定常状態となった時期において１季（秋季）に１日（ 24 時間）実施す35 
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るとしている。  1 

 2 

（悪臭）  3 

・  土地又は工作物の存在及び供用に伴う悪臭の影響については、現況を著しく4 

悪化させないと予測され、環境への負荷の低減に向けた環境の保全及び創造の5 

ための措置を講じることを勘案し、事後調査は実施しないとしている。  6 

 7 

（土壌汚染）  8 

・  工事の実施に伴う土壌汚染の影響については、工事に先立ち土壌汚染対策法9 

に基づく届出を行い、必要に応じて、工事前に同法に基づいた調査を行うこと10 

から、事後調査は実施しないとしている。  11 

・  対象事業実施区域は京田辺市域であり、大阪府域に直接影響はないと考えら12 

れるが、土壌汚染対策法に基づく調査において汚染等が確認された場合は、必13 

要に応じて事後調査を行うなどを検討すべきと考える。  14 

 15 

（地象）  16 

 ・  工事の実施に伴う造成等による地形の改変による影響については、環境への17 

負荷の低減に向けた環境の保全及び創造のための措置を講じることを勘案し、18 

事後調査は実施しないとしている。  19 

 20 

（陸域生態系）  21 

・  造成等の工事及び建設機械の稼働に伴うオオタカへの影響に対して、環境保22 

全措置を講じるが、環境保全措置の効果には不確実性があることから、工事期23 

間中及び工事完了後１年目の事後調査を実施するとしている。  24 

・ オオタカについては、対象事業実施区域周辺半径１ km 範囲内の３定点で定点25 

調査及びビデオカメラ撮影による調査を工事期間中の繁殖期及び工事完了後１26 

年目の繁殖期に実施するとしている。  27 

・  造成等の工事に伴うコクランへの影響に対して、環境保全措置を講じるが、28 

環境保全措置の効果には不確実性があることから、事後調査を実施するとして29 

いる。  30 

・  コクランについては、移植場所で踏査による個体数及び生育状況の記録調査31 

を工事期間中の開花期に１回実施するとしている。  32 

 33 

（人と自然との触れ合いの活動の場）  34 

・  工事中及び供用時の人と自然との触れ合いの活動の場への影響については、35 
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現況を著しく悪化させないと予測され、環境への負荷の低減に向けた環境の保1 

全及び創造のための措置を講じることも勘案し、事後調査は実施しないとして2 

いる。  3 

 4 

（景観）  5 

・  土地又は工作物の存在及び供用に伴う景観への影響については、新たな施設6 

の出現によって一部の眺望景観に変化が生じることを勘案し、事後調査を実施7 

するとしている。  8 

・  主要な眺望景観の状況について、事業実施区域が視認される５地点で施設の9 

稼働が定常状態となった時期に２季（着葉季及び落葉季）実施するとしている。  10 

 11 

（廃棄物、発生土）  12 

・  工事中及び供用時の廃棄物等の影響については、現況を著しく悪化させない13 

と予測され、環境への負荷の低減に向けた環境の保全及び創造のための措置を14 

講じることも勘案し、事後調査は実施しないとしている。  15 

 16 

（地球環境）  17 

・  工事中及び供用時の温室効果ガスへの影響については、現況を著しく悪化さ18 

せないと予測され、環境への負荷の低減に向けた環境の保全及び創造のための19 

措置を講じることも勘案し、事後調査は実施しないとしている。  20 

 21 

③  評価  22 

・  事後調査の項目選定、調査対象、調査方法、調査時期等については、問題な23 

いと考える。  24 

25 
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【事後調査項目の選定・非選定理由（１）】  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

（準備書より抜粋）  33 

 34 

 35 
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【事後調査項目の選定・非選定理由（２）】  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

 18 

 19 

 20 

 21 

 22 

 23 

 24 

 25 

 26 

 27 

 28 

 29 

 30 

 31 

 32 

（準備書より抜粋）  33 

 34 

 35 
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【事後調査項目の選定・非選定理由（３）】  1 

 2 

 3 

 4 

 5 

 6 

 7 

 8 

 9 

 10 

 11 

 12 

 13 

 14 

 15 

 16 

 17 

（準備書より抜粋）  18 

  19 
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 1 

 2 
【事後調査地点位置図】      （準備書より抜粋）  3 

 4 
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Ⅳ 指摘事項 1 

 2 

当審査会では、準備書及び事業者から提出された資料について、専門的かつ科学3 

的な視点から精査し、検討を行った。検討にあたっては、住民からの意見、関係市4 

長である枚方市長から提出された意見に配慮するとともに、大阪府内において影響5 

が生じると想定される大気質・騒音・陸域生態系・廃棄物・地球環境に留意した。  6 

その結果、より一層、環境に配慮した事業計画となるよう、下記のとおり指摘事7 

項としてとりまとめた。  8 

大阪府知事におかれては、これらの指摘事項が確実に反映されるよう、事業者を9 

指導する京都府知事に対して意見を述べられたい。  10 

 11 

 12 

記  13 

 14 

 15 

全般的事項  16 

・  本事業は公設民営の DBO 方式（民間が設計 (Design)、建設 (Build)、運営17 

(Operate)）で実施されるため、具体的な事業計画決定時には、周辺環境にも配18 

慮した計画となるよう十分検討し、環境保全措置を確実に実施させ、より一層19 

の環境負荷の低減を図ること。  20 

 21 

大気質  22 

・ 環境影響評価時点では施設からの排出ガス処理方法が決定していないことか23 

ら、具体的な事業計画決定時には、最新の処理技術導入について検討し、大気24 

汚染物質排出量の更なる削減を図ること。  25 

 26 

騒音  27 

・  工事用車両及びごみ収集車等の走行ルートにおいては、騒音が環境基準を超28 

過している地点があることから、事業の実施にあたっては環境保全措置を確実29 

に実施し、ごみ収集車等による騒音の低減を図ること。  30 

 31 

陸域生態系  32 

 ・  オオタカなど保全の配慮が必要な動植物については、専門家の助言を基に環33 

境保全措置の適切な実施を図ること。  34 

 35 
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廃棄物  1 

 ・  施設供用時の焼却灰や飛灰については、燃焼管理による発生抑制や再資源化2 

等により、最終処分量の更なる削減を図ること。  3 

 4 

地球環境  5 

・  ごみ収集車の走行距離が延びることに伴い、温室効果ガス排出量の増加が見6 

込まれるため、関係機関と連携してごみ収集車等に電気自動車等を導入するな7 

ど、温室効果ガスの更なる削減を図ること。  8 

9 
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＜参考＞  評価の指針（技術指針より抜粋）  1 

 2 

１  大気質  3 

・   環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されていること。 4 

・   環境基準並びに環境基本計画及び大阪府環境総合計画等、国又は大阪府が定  5 

める環境に関する計画又は方針に定める目標の達成と維持に支障を及ぼさない6 

こと。  7 

・   大気汚染防止法、ダイオキシン類対策特別措置法及び大阪府生活環境の保全等8 

に関する条例に定める規制基準等に適合するものであること。  9 

 10 

２  水質  11 

（水質汚濁）  12 

・   環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されているこ13 

と。  14 

・   環境基準並びに環境基本計画、「瀬戸内海環境保全臨時措置法第 13 条第１項15 

の埋立てについての規定の運用に関する基本方針について」（昭和 49 年５月９  16 

日瀬戸内海環境保全審議会答申）及び大阪府環境総合計画等、国又は大阪府が定17 

める環境に関する計画又は方針に定める目標の達成と維持に支障を及ぼさない18 

こと。  19 

・   水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法、ダイオキシン類対策特別措置20 

法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に定める規制基準等に適合するも21 

のであること。  22 

・   水質汚濁防止法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に定める規制基準23 

に適合するものであること。  24 

 25 

３  騒音  26 

・   環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されているこ27 

と。  28 

・   環境基準並びに環境基本計画及び大阪府環境総合計画等、国又は大阪府が定め29 

る環境に関する計画又は方針に定める目標の達成と維持に支障を及ぼさないこ30 

と。  31 

・   騒音規制法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に定める規制基準に適32 

合するものであること。  33 

 34 

 35 
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４  振動  1 

・   環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されているこ2 

と。  3 

・   環境基本計画、大阪府環境総合計画等、国又は大阪府が定める環境に関する計4 

画又は方針に定める目標の達成と維持に支障を及ぼさないこと。  5 

・   振動規制法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に定める規制基準に適6 

合するものであること。  7 

 8 

５  低周波音  9 

・   環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されているこ10 

と。  11 

・   大阪府環境総合計画等、国又は大阪府が定める環境に関する計画又は方針に定12 

める目標の達成と維持に支障を及ぼさないこと。  13 

 14 

６  悪臭  15 

・   環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されているこ16 

と。  17 

・   環境基本計画、大阪府環境総合計画等、国又は大阪府が定める環境に関する計18 

画又は方針に定める目標の達成と維持に支障を及ぼさないこと。  19 

・   悪臭防止法に定める規制基準に適合するものであること。  20 

 21 

７  土壌汚染  22 

・   環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されているこ23 

と。  24 

・   環境基準並びに環境基本計画及び大阪府環境総合計画等、国又は大阪府が定め25 

る環境に関する計画又は方針に定める目標の達成と維持に支障を及ぼさないこ26 

と。  27 

・   土壌汚染対策法及び大阪府生活環境の保全等に関する条例に定める規制基準28 

に適合するとともに、農用地の土壌の汚染防止等に関する法律に定める基準に該29 

当しないものであること。  30 

 31 

８  地象  32 

・   環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されているこ33 

と。  34 

・   周辺地域の土地の安定を損なわないよう適切な配慮がなされていること。  35 
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 1 

９  陸域生態系  2 

・   環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されているこ3 

と。  4 

・   環境基本計画、大阪府環境総合計画、自然環境の保全と回復に関する基本方針5 

（昭和 49 年９月 18 日大阪府決定）  等、国又は大阪府が定める環境に関する計6 

画又は方針に定める目標の達成と維持に支障を及ぼさないこと。  7 

・   自然公園法、鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律、森林法、水産資源保8 

護法及び絶滅のおそれのある野生動植物の種の保存に関する法律に定める地域9 

指定及び基準等に適合するものであること。  10 

 11 

10 人と自然との触れ合いの活動の場  12 

・   人と自然との触れ合いの活動の場の保全と整備について十分な配慮がなされ13 

ていること。  14 

・   環境基本計画、大阪府環境総合計画、自然環境の保全と回復に関する基本方針15 

等、国又は大阪府が定める環境に関する計画又は方針に定める目標の達成と維持16 

に支障を及ぼさないこと。  17 

・   自然公園法に定める基準等に適合するものであること。  18 

 19 

11 景観  20 

・   景観形成について十分な配慮がなされていること。  21 

・   環境基本計画、大阪府環境総合計画、自然環境の保全と回復に関する基本方針22 

等、国又は大阪府が定める環境に関する計画又は方針に定める目標の達成と維持23 

に支障を及ぼさないこと。  24 

・   自然環境保全法に定める基準等に適合するものであること。  25 

 26 

12 廃棄物、発生土  27 

・   環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されているこ28 

と。  29 

・   環境基本計画、大阪府環境総合計画等、国、大阪府又は関係行政機関が定める30 

環境に関する計画又は方針に定める目標の達成と維持に支障を及ぼさないこと。 31 

・   廃棄物の処理及び清掃に関する法律に定める基準等に適合するものであるこ32 

と。  33 

 34 

 35 
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13 地球環境  1 

・   環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全について配慮されているこ2 

と。  3 

・   環境基本計画、大阪府環境総合計画等、国又は大阪府が定める環境に関する計4 

画又は方針に定める目標の達成と維持に支障を及ぼさないこと。  5 

・   特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する法律に定める基準等に適合6 

するものであること。  7 

8 
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大阪府環境影響評価審査会委員名簿  1 
 2 

氏名  職名  専門分野  

相原  嘉之  奈良大学文学部准教授  文化財  

赤尾  聡史  同志社大学理工学部准教授  廃棄物  

内井  喜美子  大阪大谷大学薬学部助教  陸域生態系  

内田  敬  大阪市立大学大学院工学研究科教授  交通計画  

勝見  武  京都大学大学院地球環境学堂長（教授）  地盤  

小谷  真理  同志社大学政策学部准教授  行政法・環境法  

嶋寺  光  大阪大学大学院工学研究科准教授  大気質  

高田  みちよ  高槻市立自然博物館主任学芸員  陸域生態系  

髙橋  大弐  近畿職業能力開発大学校校長（京都大学名誉教授） 騒音・振動  

西野  貴子  大阪府立大学大学院理学系研究科助教  陸域生態系  

西村  文武  京都大学大学院工学研究科准教授  水質  

藤長  愛一郎  大阪産業大学工学部教授  水質  

水谷  聡  大阪市立大学大学院工学研究科准教授  廃棄物  

道岡  武信  近畿大学理工学部准教授  大気質  

若本  和仁  大阪大学大学院工学研究科准教授  景観  

 （五十音順、敬称略）   3 

 4 
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